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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第69期 第70期 第71期 第72期 第73期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

売上高 (百万円) 14,591 28,349 33,135 35,606 44,346

経常利益 (百万円) 214 731 1,046 269 1,078

当期純利益(△は損失)(百万円) 65 174 216 △1,465 488

純資産額 (百万円) 4,066 6,272 6,657 6,943 7,836

総資産額 (百万円) 17,017 23,884 24,892 31,495 30,783

１株当たり純資産額 (円) 203.09 265.52 274.47 286.20 322.99

１株当たり
当期純利益金額
(△は損失)

(円) 3.29 7.57 9.06 △60.41 20.13

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益金額

(円) 3.25 7.43 8.94 ― 20.11

自己資本比率 (％) 23.9 26.3 26.7 15.9 17.4

自己資本利益率 (％) 1.6 3.4 3.4 △25.2 9.4

株価収益率 (倍) 285.71 158.52 111.37 ― 47.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 831 997 2,141 715 3,890

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,119 △2,894 △2,657 △3,313 △3,055

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 780 2,108 △75 3,121 △1,261

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 1,560 1,760 1,169 1,691 1,265

従業員数
(外、平均臨時
雇用者数)

(人)
377

(3,230)

637

(1,875)

732

(2,053)

1,124

(3,587)

1,010

(3,291)

(注) １．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．第71期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号　平成17年12月９日)

及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号　平成

17年12月９日)を適用しております。

３．第72期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期

純損失であるため記載しておりません。

４．第72期においては、当期純損失を計上しているため、株価収益率は記載しておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第69期 第70期 第71期 第72期 第73期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

売上高 (百万円) 8,040 740 972 887 1,139

経常利益 (百万円) 70 26 350 108 305

当期純利益(△は損失)(百万円) 78 154 314 △1,005 163

持分法を適用した場
合の投資損益

(百万円) ― ― ― ― ―

資本金 (百万円) 2,000 2,640 2,736 2,738 2,739

発行済株式総数 (千株) 20,025 23,625 24,257 24,261 24,264

純資産額 (百万円) 4,077 6,251 6,737 5,598 5,673

総資産額 (百万円) 12,621 14,718 13,907 16,102 16,983

１株当たり純資産額 (円) 203.61 264.60 277.78 230.78 233.86

１株当たり配当額
(うち１株当たり
中間配当額)

(円) ― ―
5.00

(―)

5.00

(―)

5.00

(―)

１株当たり
当期純利益金額
(△は損失)

(円) 3.94 6.69 13.14 △41.44 6.75

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益金額

(円) 3.89 6.56 12.98 ― 6.75

自己資本比率 (％) 32.3 42.5 48.4 34.5 32.9

自己資本利益率 (％) 1.9 3.0 4.9 △16.4 2.9

株価収益率 (倍) 238.57 179.37 76.79 ― 140.7

配当性向 (％) ― ― 38.05 ― 74.04

従業員数
(外、平均臨時
雇用者数)

(人)
123

(751)

7

(10)

10

(0)

15

(0)

18

(0)

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第72期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期

純損失であるため記載しておりません。

３．第72期においては、当期純損失を計上しているため、株価収益率及び配当性向は記載しておりません。
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２ 【沿革】

昭和９年３月 初代社長中内佐光が東京市神田区神保町に新開社活版印刷所を独立開業。これが当社の前身であ

る。翌年神田区三崎町及び四ツ谷駅前に各分工場を開設。

昭和19年３月 第二次大戦の東京戦災により全工場設備を焼失。

昭和23年２月 東京都千代田区飯田橋１の２の18に暁印刷株式会社を設立。

昭和35年１月 東京都文京区大塚６の２の５に大塚工場を開設。

昭和38年９月 日本証券業協会に店頭登録。

昭和39年９月 東京都千代田区飯田橋１の２の５に九段工場を開設。

昭和46年３月 飯田橋本社及び九段工場を売却し新たに東京都文京区関口１の24の８に本社及び本社工場開設。

昭和57年６月 大塚工場を売却し新たに埼玉県入間郡三芳町に埼玉工場を開設。

昭和63年１月 本社工場印刷機設備を埼玉工場に集約移設。

昭和63年４月 本社及び本社工場を東京都文京区関口１の44の４に移転。

平成８年１月 米国企業Pier1Imports社と業務提携。

平成８年４月 ホームファッションストア「Pier1Imports」第１号店を東京都目黒区碑文谷に出店。

平成11年７月 商号をあかつきビーピー株式会社に変更。

平成12年３月 東洋工芸株式会社より流通事業の営業を譲受け。

平成13年７月 ピアワン事業を営業譲渡し、インテリア小売事業からは完全撤退。

平成13年９月 焼鳥居酒屋チェーン「備長扇屋」のフランチャイズ１号店を開店。外食サービス事業に参入。

平成14年３月 和洋菓子及びアイスクリームの小売販売「シャトレーゼ」の加盟店１号店を開店。

平成15年９月 大阪風お好み焼き「ぼちぼち」の加盟店１号店を開店。

平成15年12月 株式会社ビルディより大阪風お好み焼き「ぼちぼち」のコンセプト及び同社の直営５店舗の営

業を譲受け。

平成16年４月 株式会社扇屋コーポレーション(現・連結子会社)の株式取得。

平成16年12月 株式会社エンゼルフードシステムズ(平成17年２月21日付にて、株式会社フードリームに商号変

更　現・連結子会社)の株式取得。

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場。

平成17年４月 本社を東京都文京区関口１の43の５に移転。

平成17年４月 商号を株式会社ヴィア・ホールディングスに変更し純粋持株会社になり、会社分割等により株式

会社暁印刷・株式会社ぼちぼち・株式会社日本システムを加え、事業子会社５社を有する企業集

団にグループ再編。

平成17年７月 株式会社ウィルコーポレーション(平成17年８月１日付にて、株式会社一丁に商号変更　現・連結

子会社)の株式取得。

平成18年１月 株式会社ワールドプランニングの株式取得。

平成18年１月 株式会社ＮＢＫ(現・連結子会社)の会社設立。

平成18年10月 株式会社パチャコム・ジャパン(現・連結子会社)の会社設立。

平成19年３月 株式会社凰コーポレーション(平成19年１月１日付にて、株式会社紅とんに商号変更　現・連結子

会社)の株式取得。

平成19年10月 株式会社一源(現・連結子会社)の株式取得。

平成20年２月 株式会社ＮＢＫ(現・連結子会社)が、セラヴィリゾート株式会社より北の家族事業を譲受。

平成20年３月 株式会社いらかの株式取得。

平成20年４月 株式会社パチャコム・ジャパンの商号を、株式会社ヴィア店舗開発に変更。

平成20年５月 連結子会社３社（株式会社暁印刷、株式会社日本システム、株式会社ワールドプランニング）が、

株式会社暁印刷を存続会社として合併。

平成20年12月 連結子会社２社（株式会社一源、株式会社いらか）が、株式会社一源を存続会社として合併。

平成21年４月 株式会社再生プロジェクト(現・連結子会社)の会社設立。

　 連結子会社２社（株式会社フードリーム、株式会社ぼちぼち）が、株式会社フードリームを存続

会社として合併。
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３ 【事業の内容】

当社グループは、当社(株式会社ヴィア・ホールディングス)と、子会社９社より構成されており、飲食店

を展開している外食サービス事業と、印刷流通事業を主たる業務としております。

当社グループの事業内容及び各子会社の概要は次のとおりであります。

　

(1)外食サービス事業グループ

①　株式会社　扇屋コーポレーション ・平成16年４月１日　100％株式取得

・焼き鳥居酒屋「備長扇屋」の展開

・直営269店、ＦＣ店82店、合計351店

②　株式会社　フードリーム ・平成16年12月１日　100％株式取得

・ショッピングセンターを中心とした飲食店舗の展開

・オーブン亭46店、双?亭22店、ベッラベ～ラ７店、その他５

店、合計80店

③　株式会社　ぼちぼち ・平成15年９月22日　100％子会社として設立

・大阪風お好み焼き「ぼちぼち」の展開

・直営25店

④　株式会社　一丁 ・平成17年７月１日　100％株式取得

　(㈱ウィルコーポレーションより商号変更)

・刺身居酒屋「うおや一丁」の展開

・直営19店、ＦＣ店４店、合計23店

⑤　株式会社　ＮＢＫ ・平成18年１月10日　100％子会社として設立

・平成20年２月15日　セラヴィリゾート㈱よりレストラン事

業を譲受

・北の家族34店、ザ・ロックアップ７店、アラビアンロック

６店、手羽一郎５店、その他12店、合計64店

⑥　株式会社　紅とん ・平成19年３月１日　100％子会社として設立

・焼きとん居酒屋「日本橋　紅とん」の展開

・直営20店、ＦＣ店７店、合計27店

⑦　株式会社　一源 ・平成19年10月５日　100％株式取得

・居酒屋「食彩屋　一源」等の展開

・直営29店

⑧　株式会社　ヴィア店舗開発 ・平成18年10月24日　持分88.9％の子会社として設立

・平成20年３月31日　株式の追加取得により100％子会社化

・グループ全体の立地開発業務

　

(2) 印刷流通事業グループ

①　株式会社　暁印刷 ・平成17年４月１日　新設分割によって100％子会社として

設立

・書籍雑誌及び商業印刷物の印刷、物販流通資材卸売、デジ

タル技術によるオーサリングや携帯端末への配信
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以上述べた事項を事業系統図によって示すと以下のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】

(1) 連結子会社

　

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業の内容
議決権の
所有割合
(％)

関係内容

役員の兼任

資金
援助

営業上
の取引

設備の
賃貸借当社

役員
(名)

当社従
業員数
(名)

㈱扇屋コーポレーション
(注３)

東京都文京区 100外食サービス事業 100 1 ―
資金の
貸付

―
建物の
賃貸

㈱フードリーム(注３) 東京都文京区 100外食サービス事業 100 1 ―
資金の
貸付

―
建物の
賃貸

㈱ぼちぼち 東京都文京区 100外食サービス事業 100 1 ―
資金の
貸付

―
建物の
賃貸

㈱暁印刷(注３) 東京都文京区 100印刷流通事業 100 1 ―
資金の
貸付

―
建物の
賃貸

㈱一丁 東京都文京区 100外食サービス事業 100 1 ― なし ―
建物の
賃貸

㈱ＮＢＫ(注２)（注３） 東京都文京区 100外食サービス事業 100 2 1 なし ―
建物の
賃貸

㈱ヴィア店舗開発 東京都文京区 90外食サービス事業 100 2 ―
資金の
貸付

―
建物の
賃貸

㈱紅とん 東京都文京区 100外食サービス事業 100 1 ―
資金の
貸付

―
建物の
賃貸

㈱一源 東京都文京区 53外食サービス事業 100 2 ―
資金の
貸付

―
建物の
賃貸

(注) １．「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２．特定子会社に該当しております。

３．㈱扇屋コーポレーション、㈱ＮＢＫ、㈱フードリーム及び㈱暁印刷については、売上高(連結会社相互間の内部

売上高を除く。)の連結売上高に占める割合が10％を超えております。

主要な損益情報等は、次の通りです。

　

　
㈱扇屋コーポ
レーション

㈱NBK ㈱フードリーム ㈱暁印刷

売上高(百万円) 13,445 10,285 5,741 5,219

経常利益(百万円) 850 548 115 △246

当期純利益
(百万円)

323 286 57 △288

純資産額(百万円) 981 2,975 107 △329

総資産額(百万円) 8,023 4,373 2,306 2,403
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成21年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

外食サービス事業 888  (　3,246 )

印刷流通事業 104  (　   45 )

全社(共通) 18　(     － )

合計 1,010  (　3,291 )

(注) １．従業員数は就業人員(当社グループからグループ外部への出向者は除き、グループ外からの出向者を含む。)で

あり、臨時雇用者数(契約社員、準社員)は１日８時間換算による当連結会計年度の平均人員を(　)外数で記載

しております。

２．全社(共通)として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているも

のであります。

　

(2) 提出会社の状況

平成21年３月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

18 44.4 3.7 7,334

(注)　従業員数は就業人員(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含むほか、常用パートを含む。)

であります。

　

(3) 労働組合の状況

労使関係について特に記載すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、世界的な金融危機の影響が収まりを見せず、急激な円高や株価

の急落により日本国内の企業収益はかつてないほどに悪化し、雇用情勢についても深刻な状況を招くな

ど、さらに厳しさを増しております。

当社グループの主要マーケットである外食業界におきましても、雇用や景気の先行き不安から消費者

の生活防衛意識が高まり、消費マインドが冷え込むなど厳しい経営環境が依然として続いております。 

このような状況のもと、当社グループの中核事業である外食サービス事業におきましては、「既存業態

の強化と拡大」に向け、メニューの改定サイクルの短縮化をはじめ、宴会需要の獲得や店舗モニターによ

る店舗のサービスレベルの向上等、既存業態のブラッシュアップを進めてまいりました。また、「新規取

得事業のバリューアップ」については、店舗オペレーションの再構築とグループメリットを活かしたコ

ストダウンを中心に収益構造の改善を図ってまいりました。その結果、既存業態及び新規取得事業ともに

収益体質が良化し、外食サービス事業の収益は向上いたしました。 

また、印刷流通事業におきましては、グループ３社の合併等により事業再編に取り組んでまいりました

が、景況感の急激な悪化が進むなかで主要顧客である出版業界の事業環境が一段と冷え込み、収益の大幅

な低下を避けることができませんでした。こうしたなかで、印刷流通事業の早期の収益回復と抜本的再生

に向けて、事業所の統廃合等による固定資産除却損や事業再構築にともなう人員の適正化、一部事業の撤

退による営業資産の譲渡損及び金融不況にともなう売掛債権の貸倒引当金等を計上し、財務上の収益体

質強化を図りました。

以上の結果、当連結会計年度の売上高は44,346百万円（前年同期比24.5％増）、営業利益は1,102百万

円（前年同期比168.0％増）、経常利益は1,078百万円（前年同期比299.4％増）、当期純利益は488百万円

（前年同期比1,953百万円増）となりました。なお、事業のセグメント別業績は以下のとおりであります。

　

①　外食サービス事業

当社グループは、外食サービス事業を事業領域の中核として位置づけておりますが、国内全体の景気

減退にともなう消費マインドの低下により、外食産業を取り巻く事業環境は一段と厳しさを増してお

ります。こうしたなか、当連結会計年度は新規出店を抑制するとともに既存店舗のブラッシュアップを

グループ方針といたしました。その方針のもと、各社各業態がそれぞれの戦略ポジションを明確にし、

業態や立地の特性などマーケットに即した事業展開をしてまいりました。
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グループ共通の取り組みとしては、ヴィア・グループのスケールメリットを活かしたコストダウン

を進めるため、グループ内での食材調達に関する情報共有化の仕組みについて高度化を図ってまいり

ました。また、外部機関を活用した店舗モニター制度を全店に導入し、顧客のニーズをタイムリーに店

舗政策に反映させるとともに、店舗のサービスレベルの底上げに取り組みました。 

㈱扇屋コーポレーションが展開する「総本家備長扇屋」は当連結会計年度においては新たに８店の

新規出店（うちＦＣ５店）を行うとともに、採算の回復が困難と判断した直営店舗について４店を閉

店し、またＦＣについても６店が閉店となりました。また、既存店については店舗オペレーションの徹

底した磨きこみとＦＬコスト（食材原価と人件費の合計）のコントロール力の向上により、収益体質

が大幅に強化されました。その結果、当連結会計年度の売上高は13,445百万円（前年同期比1.3％増）、

期末店舗数は351店（うちＦＣ82店）となりました。

㈱ＮＢＫは平成20年２月に北の家族事業（居酒屋北の家族及びエンターテイメントレストラン事

業）を譲り受け、店舗オペレーションの再構築とグループメリットを活かした調達食材の見直し等に

着手してまいりました。この結果、当連結会計年度の売上高は10,285百万円、期末店舗数は64店となり、

確実にグループ全体の収益に貢献をしております。

ショッピングセンターや商業施設内に様々なブランドによるインショップ型レストランを展開する

㈱フードリームは、景気減退やショッピングセンターの競争激化が進み、出店している商業施設自体の

集客力の低下により厳しい状況が続きましたが、メニューの改定頻度を高めるとともに積極的な販促

により収益の確保を進めてまいりました結果、当連結会計年度の売上高は5,740百万円（前年同期比

0.7％減）、期末店舗数は80店となりました。

㈱一丁が展開する刺身居酒屋「うおや一丁」は、店舗のサービスレベルを向上させるとともに、こだ

わりの素材や季節感を全面に打ち出したメニューの導入など商品のレベルアップを進めてまいりまし

た。この結果、当連結会計年度の売上高は4,223百万円（前年同期比4.5％減）、期末店舗数は23店（う

ちＦＣ４店）となりました。 

平成19年10月に当社グループに加わった㈱一源は、老朽化が進んだ店舗（７店）については大規模

な改装を実施し、店舗の快適性を高めるとともに、全店について年２回のグランドメニューの改定と年

４回のフェアメニューの実施、物流購買システムの再構築などの再生施策を実施しました。一方でマー

ケット環境の回復が見込めない地域の不採算店舗（５店）については閉店いたしました。また、人件費

管理の徹底や、グループ購買や商品管理精度の向上等により収益構造は大きく改善いたしました。その

結果、当連結会計年度の売上高は3,104百万円、期末店舗数は29店となりました。 

㈱ぼちぼちが展開する大阪風お好み焼き「ぼちぼち」は、小麦粉等の価格高騰のあおりから、原材料

価格の上昇の影響を受けましたが、既存店のオペレーションレベルの改善と人件費をはじめとするコ

ストコントロールに注力しました結果、当連結会計年度の売上高は1,111百万円（前年同期比4.6％

減）、期末店舗数は25店となりました。

朝挽き和豚の焼きとん居酒屋「日本橋紅とん」は、前期に業態の収益構造の改善がなされたことか

ら、大幅に収益をアップさせることができました。また、新たに新規出店を８店行い、首都圏を中心とし

たドミナント形成を進めております。その結果、当連結会計年度の売上高は1,114百万円（前年同期比

51.2％増）、期末店舗数は27店（うちＦＣ７店）となりました。

これらにより、外食サービス事業の当連結会計年度の売上高は、39,200百万円（前年同期比36.9％

増）、営業利益は1,954百万円（前年同期比63.4％増）となりました。
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②　印刷流通事業

㈱暁印刷では、出版業界をはじめとする主要顧客の経営環境が厳しさを増すなか、グループ３社の合

併等により事業再編を実施し、シナジー効果を追求してまいりましたが、取引高減少に伴う売上高の減

少を補うには至りませんでした。加えて、未曾有の金融不況ともいえる状況下において、取引先の債権

回収に関して保守的に見積もることとし、貸倒引当にともなう費用を計上いたしました。こうしたな

か、㈱暁印刷においては早期の収益回復と抜本的再生を図るため、合併した日本システム事業及びワー

ルドプランニング事業について、整理統合を実施するとともに、事業所の統合や一部の撤退事業に係る

資産売却、余剰人員の適正化等を実施し、次期に向けた収益体質の強化策を実施いたしました。その結

果、印刷流通事業における当連結会計年度の売上高は5,145百万円（前年同期比26.2％減）、営業損失

は219百万円（前年同期比72百万円の損失増）となりました。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動による資金収入

3,890百万円、投資活動による資金支出3,055百万円、財務活動による資金支出1,261百万円により、前連結

会計年度末に比べ、426百万円減少し、1,265百万円となりました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

　営業活動の結果得られた資金は、税金等調整前当期純利益が741百万円、減価償却費1,621百万円、のれん

償却費448百万円、減損損失171百万円等の非資金費用及び売上債権の減少320百万円、たな卸資産の減少

243百万円等により、3,890百万円の資金収入となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

　投資活動の結果支出した資金は、投資有価証券の取得320百万円、有形固定資産の取得1,496百万円、前連

結会計期間中の事業譲受けに伴う支出617百万円等により、3,055百万円の資金支出となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

　財務活動の結果支出した資金は、長期借入金の純減少額1,553百万円、優先株式の発行による収入500百

万円等により、1,261百万円の資金支出となりました。 
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

印刷流通事業 3,971 △16.1

(注) １．金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。

２．印刷流通事業のうち、流通事業については生産性がないため記載しておりません。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注状況

当連結会計年度における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％)受注残高(百万円) 前年同期比(％)

印刷流通事業 3,769 △11.2 405 △29.0

(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．印刷流通事業のうち流通事業と、外食サービス事業については、受注生産ではないため記載はしておりませ

ん。

　

(3) 販売実績

当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

外食サービス事業 39,200 36.9

印刷流通事業 5,145 △26.2

合計 44,346 24.5

(注) １．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

当社グループは、中期的な成長と拡大に向けた基本戦略を「既存事業のバリューアップによる基礎収益

力の向上」「本部機能の集中化による価値競争力の向上」「内部統制の推進によるマネジメント力の向

上」としております。「既存事業のバリューアップによる基礎収益力の向上」では、引き続き外食サービス

事業へ経営資源を集中させ、スクラップアンドビルドを実施し、不採算店舗再生の専門集団である㈱再生プ

ロジェクト（平成21年４月に100％子会社として設立、資本金９百万円）に経営資源の傾斜配分を実施する

とともに、グループ内部の再生ノウハウを結集することで、不採算店舗の撲滅をねらいます。また、当連結会

計年度より導入している店舗モニター制についても引き続き実施し、既存店のサービスレベル向上を図り

ます。新規出店については、営業キャッシュフロー内での投資枠を設定したうえで出店立地を厳選した出店

を行い、財務体質改善の視点からも負債の圧縮といった財務の健全性の実現を目指してまいります。「本部

機能の集中化による価値競争力の向上」及び「内部統制の推進によるマネジメント力の向上」において

は、当社及び各子会社の事務サービス部門を統合し、業務処理の高度化と組織体制のコンパクト化を行うこ

とで、業務改善によるコスト低減を進めてまいります。情報システムについても、営業支援機能を強化し店

舗の収益改善を実現するための基幹システムの検討や、グループでの資金効率の向上を企図したキャッ

シュマネジメントシステムの導入等、本部機能の効率化と高度化を図るとともに、マネジメント力の強化を

図ってまいります。また、商品・購買機能につきましても、共同購買プロジェクトや食品衛生委員会といっ

たグループ横断の機能を推進し、食の安全・安心を確保しながら、より品質が高く価値ある食材の調達を進

めることでコストの低減と品質の向上を進めてまいります。

印刷流通事業につきましては、原点に立ち返り自社本来の強みを活かせる業務を堅実に遂行し、事業再生

を強力に推し進めるべく努力いたします。具体的には、新規設備投資による内製化の促進や、高品質保持の

ための一貫生産・管理の強化を実施するとともに、当社のデジタル事業を強化し、印刷に次ぐ柱といたしま

す。

また、グループの発展・拡大に欠かせない人材の確保・育成については、重要な経営課題と位置づけ、エ

イジフリー制度の導入による生涯雇用への移行、ストックオプション制度、確定拠出型年金制度の導入など

「従業員の生きがいと生活の安定」を目指した施策を実施してまいりました。今後も時代に即した人事処

遇制度の導入や労働条件の改善を進め、従業員の生活向上のための施策をより一層強化してまいります。

これらの取り組みにより、グループ全体の収益性を飛躍的に高め、企業価値の向上を図ってまいります。

　

EDINET提出書類

株式会社ヴィア・ホールディングス(E00705)

有価証券報告書

 13/109



４ 【事業等のリスク】

当社グループの経営成績、株価及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなも

のがあります。なお、文中における将来に関する事項は当連結会計年度末現在において当社が判断したもの

であります。

　

①　食品安全性と食材仕入

当社グループの事業の一つである外食事業におきましては、ＢＳＥ・鳥インフルエンザのような食材

の安全性を揺るがす事態、食中毒等の衛生問題など食品の安全性に関わる問題が発生した場合、売上高が

急激に落ち込むなど当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。また、食材の調達において、

仕入先の環境変化等により、現在確保している原材料の調達が困難になった場合、あるいは天候不順等の

理由による原材料の高騰などが生じた場合、当社及び当社グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす

可能性があります。

　

②　法的規制について

当社グループでは、会社法、金融商品取引法、法人税法等の一般的な法令の他に、食品衛生法、労働基準

法、食品リサイクル法等外食店舗の営業に係る各種法的規制や制限を受けております。これらの法的規制

が強化された場合、対応のための新たな費用が発生することにより、当社及び当社グループの業績と財務

状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

　

③　季節変動や天災等

当社グループの主要事業である外食サービス事業におきましては、年間の売上動向として夏場や大型

連休並びに各種イベント(暑気払い・忘年会・歓送迎会)など、売上高はある程度季節的な変動があるこ

とを前提とした営業計画を立てております。

売上高については、景気、消費性向による減少リスクは小さいと思われますが、冷夏などの天候不順、台

風などの天災、あるいは新型インフルエンザの猛威等によっては本来売上を見込んでいる時期の業績が

伸び悩み、当社及び当社グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

　

④　価格競争

当社グループは、外食業界や食品業界において、価格競争の激化による悪影響を受ける可能性がありま

す。

当社グループはリーズナブルな価格でお客様へのサービスと食の提供を実施しておりますが、低価格

競争の激化や食材料の高騰などがあった場合には、当社及び当社グループの業績と財務状況に悪影響を

及ぼす可能性があります。
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⑤　主力事業への依存について

当社グループの営業収入のおよそ９割を外食サービス事業が占めておりますが、その外食サービス事

業は６社47業態で構成され、単一社単一業態に頼らない体制の構築を進めております。しかしながら、食

品安全性に関するリスク、食材仕入に関するリスク、季節変動リスク及び天災リスク等により、複数の事

業会社もしくは複数の業態が同時に影響を受けた場合、当社及び当社グループの業績と財務状況に悪影

響を及ぼす可能性があります。

　

⑥ 減損会計について

当社グループにおいて、固定資産の減損会計を適用しておりますが、今後固定資産の収益性の低下によ

り投資額の回収が見込めなくなり減損処理を行った場合には、当社及び当社グループの業績と財務状況

に悪影響を及ぼす可能性があります。

　

⑦ 外食サービス事業店舗の賃借物件への依存について

当社グループは、本社事務所や大部分の店舗の土地建物を賃借しております。賃借期間は賃貸人との合

意により更新可能でありますが、賃貸人側の事情により賃貸借契約を解約される可能性があります。ま

た、賃貸人側の事情による賃貸借契約の期限前解約により、計画外の退店を行う可能性があります。この

ような場合には、当社及び当社グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

　

⑧ フランチャイズ契約店舗について

当社グループ傘下の事業会社において、「備長扇屋」「うおや一丁」「日本橋紅とん」について、フラ

ンチャイズ加盟契約者との間で「フランチャイズ加盟契約」を締結し、フランチャイズ展開を行ってお

ります。各業態のフランチャイズ店舗には安全な食材の手配や経営指導を行うなど、良好な取引関係を維

持しておりますが、万が一、フランチャイズ店舗での食中毒等の不測の事故が発生した場合や、当社グ

ループのフランチャイズ店舗の業績動向に起因しない事情でフランチャイズ加盟契約者が破綻した場合

には、当社及び当社グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

　

⑨　出版社等顧客の業績への依存

当社グループの印刷流通事業は、出版社や一般企業を顧客としており、提供する製品は書籍・雑誌など

の出版関連印刷物、メニュー・チラシなどの一般印刷物並びに物販事業会社向けの包装品などでありま

す。これらの分野における顧客企業への売上は、印刷関連需要の低下に伴う価格競争により、当社グルー

プの利益率を低下させる可能性があります。また、予期しない雑誌の休刊・廃刊等を原因とする顧客企業

の業績不振による貸倒損失発生リスクも、当社の業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

　

⑩　情報システムについて

当社グループ情報システムは、コンピュータシステムを結ぶ通信ネットワークに依存しており、自然災

害等偶発的な事由によりネットワークの機能が停止した場合、サービス提供に支障が生じる可能性があ

ります。

また、外部からの不正な手段によりコンピュータ内へ侵入され、重要データの不正入手、コンピュータ

ウィルスの感染により重要なデータが消去される可能性もあります。このような状況が発生した場合に

は、業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

　

　

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

　

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき

作成されております。

当社グループは、連結財務諸表作成にあたって、適切な会計方針を選択し、固有の見積りや判断が必要

な事象については過去の実績等を勘案して合理的に判断しておりますが、実際の結果は見積り特有の不

確実性があるためこれらの見積りと異なる場合があります。

なお、当社グループが採用した会計方針については、第５　経理の状況の「連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項」をご参照ください。

　

(2) 経営成績の分析

①　売上高

売上高は、前連結会計年度に比べ8,740百万円増加し、44,346百万円となりました これは、主に前連

結会計年度より新たにグループに加わった㈱一源及び北の家族事業を譲り受けた㈱ＮＢＫが年間を通

じて堅調に推移したことよるものであります。

②　売上総利益

売上総利益は、売上高の増加に加え、売上高総利益率が前連結会計年度に比べ6.1ポイント改善した

こと等により、前連結会計年度に比べ7,632百万円増加し、27,632百万円となりました。

③　販売費及び一般管理費

販売費及び一般管理費は前連結会計年度に比べ6,941百万円増加し、26,529百万円となりました。

④　営業利益

営業利益は、前連結会計年度に比べ691百万円増加し、1,102百万円となりました。

⑤　経常利益

経常利益は、前連結会計年度に比べ808百万円増加し、1,078百万円となりました。

⑥　税金等調整前当期純利益

税金等調整前当期純利益は、前連結会計年度に比べ2,142百万円増加し、741百万円となりました。

⑦　当期純利益

当期純利益は、法人税・住民税及び事業税375百万円、法人税等調整額△122百万円を控除し、前連結

会計年度に比べ1,953百万円増の488百万円となりました。
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(3) 財政状態の分析

①　流動資産

流動資産は、前連結会計年度末比1,189百万円減の4,654百万円となりました。

これは、主に現金及び預金の減少426百万円、印刷流通事業の売上債権の減少362百万円、印刷流通事

業の棚卸資産の減少213百万円によるものであります。

②　固定資産

固定資産は、前連結会計年度末比479百万円増の26,126百万円となりました。

これは、主に店舗リニューアルや新規出店に係る有形固定資産の取得による増加1,990百万円、減価

償却・のれん償却による減少2,066百万円、長期貸付金の増加547百万円等によるものであります。

③　流動負債

流動負債は、前連結会計年度末比651百万円減の13,019百万円となりました。

これは、主に前連結会計年度の事業譲受けに伴う未払金が555百万円減少したことによるものであり

ます。

④　固定負債

固定負債は、前連結会計年度末比953百万円減の9,927百万円となりました。

これは、主に長期借入金の減少1,786百万円、長期前受金の増加668百万円によるものであります。

⑤　純資産の部

当連結会計年度末の純資産は、前連結会計年度末比893百万円増の7,836百万円となりました。純資産

から少数株主持分と新株予約権を除いた自己資本は5,353百万円となり、前連結会計年度末と比較し、

351百万円増加いたしました。

これは主に、当期純利益488百万円の計上による利益剰余金の増加によるものであります。

この結果、自己資本比率は、17.4％となりました。

　

(4) 流動性及び資金の源泉

当社グループの資金需要のうち主なものは、設備投資資金と運転資金であります。

新規出店等の設備投資資金は、内部留保資金または長期借入金により調達しております。当連結会計年

度末現在、１年以内に返済予定のものを含む長期借入金の残高は13,695百万円であり、すべて金融機関か

らの借入によるものであります。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度における設備関連及び投資につきましては、外食サービス事業における店舗リニューア

ルや新規出店に伴う有形固定資産の取得1,990百万円等を行いました。これらの投資のための必要資金は内

部留保資金または長期借入金にて調達しております。

　

２ 【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1) 提出会社

平成21年３月31日現在

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
(人)土地面積

(㎡)
土地 建物

リース
資産

その他 合計

本社
(東京都文京区)

統括業務施設 ─ ─ 34 ─ 27 62 18

埼玉工場
(埼玉県三芳町)

印刷設備 3,224 984 802 ─ 11 1,798 ─

三郷倉庫
(埼玉県三郷市)

倉庫設備 4,032 463 ─ ─ 0 464 ─

合計 ― 7,2571,448 837 ─ 38 2,324 18

　

(2) 国内子会社

平成21年３月31日現在

会社名 設備の内容

帳簿価額（百万円）

従業
員数
(人)

店舗
数土地面積

(㎡)
土地

建物及び
構築物

機械装置
及び
運搬具

リース

資産
その他 合計

㈱扇屋コーポレーション 店舗設備 　 452 4,769 18 7 711 5,959264269

㈱フードリーム 店舗設備 ─ ─ 709 156 12 102 980 129 80

㈱ぼちぼち 店舗設備 ─ ─ 646 ─ ─ 36 683 22 25

㈱暁印刷 印刷設備 　 54 91 351 99 38 635 104 ─

㈱一丁 店舗設備 ─ ─ 730 84 ─ 53 867 89 19

㈱ＮＢＫ 店舗設備 ─ ─ 1,903 7 92 120 2,123232 64

㈱紅とん 店舗設備 ─ ─ 307 30 19 28 384 32 20

㈱一源 店舗設備 　 676 729 8 46 39 1,501112 29

　

(3) 在外子会社

該当事項はありません。

　

(注) １.その他資産とは、主に工具器具備品であり、建設仮勘定を含んでおります。

２.リース契約による主な賃借設備は次のとおりであります。

　

名称 台数 リース期間 年間リース料 リース契約残高 摘要

菊全版５色刷印刷機 　１台 ７年 36百万円 4百万円 ファイナンスリース

EDINET提出書類

株式会社ヴィア・ホールディングス(E00705)

有価証券報告書

 19/109



３ 【設備の新設、除却等の計画】

当社グループの設備投資については連結会社各社が個別に策定していますが、計画策定に当たってはグ

ループ会議において提出会社を中心に調整を図っております。

なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設計画は次とおりであります。

　

重要な設備の新設

　

事業の種類別セグメント
の名称

事業部門別の名称 設備の内容
投資予定
総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

資金調達
方法

着手予定
年月

完了予定
年月

完成後の
増加能力

外食サービス事業
焼きとん居酒屋
「日本橋紅とん」

店舗設備９店 315 ─
自己資金
一部借入金

─ ─ ─

外食サービス事業
焼き鳥居酒屋
「備長扇屋」

店舗設備５店 155 ─
自己資金
一部借入金

─ ─ ─

外食サービス事業
欧風レストラン
「オーブン亭」他

店舗設備２店 72 ─
自己資金
一部借入金

─ ─ ─

外食サービス事業 その他
店舗リニューア
ル

1,095 ─
自己資金
一部借入金

─ ─ ─
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成21年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年６月26日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 24,264,10024,270,300ジャスダック証券取引所
単元株式数は100株で
あります。

計 24,264,10024,270,300 ― ―

(注)　「提出日現在発行数」欄には、平成21年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①　平成17年６月29日定時株主総会決議(平成17年７月６日取締役会決議)

　

　
事業年度末現在
(平成21年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成21年５月31日)

新株予約権の数(個) 241 241

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 241,000 241,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) 800同左

新株予約権の行使期間
自　平成20年７月１日
至　平成23年６月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　　 800
資本組入額　　　 400

同左

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当を受けた者

は、新株予約権の行使時にお

いても当社及び当社子会社の

取締役、執行役員、常勤監査役

並びに契約専門家及びコンサ

ルタントの地位にあることを

要する。ただし、任期満了によ

る退任、定年による退職及び

その他会社都合による退任・

退職の場合は、この限りでは

ない。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権の質入その他処分

及び相続は認めない。新株予

約権を譲渡する場合には、取

締役会の承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

― ―

(注) １．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込価額を調整し、調整の

結果生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。

　

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

　
また、新株予約権発行後、時価を下回る価額で新株の発行を行う場合は(新株予約権の行使によるものは除

く)、次の算式により払込価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。

　
　

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数
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②　平成17年６月29日定時株主総会決議(平成18年２月13日取締役会決議)

　

　
事業年度末現在
(平成21年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成21年５月31日)

新株予約権の数(個) 830 830

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 83,000 83,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1,116同左

新株予約権の行使期間
自　平成21年２月13日
至　平成23年６月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　 1,116
資本組入額　　　 558

同左

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当を受けた者

は、新株予約権の行使時にお

いても当社及び当社子会社の

取締役、執行役員、常勤監査役

並びに契約専門家及びコンサ

ルタントの地位にあることを

要する。ただし、任期満了によ

る退任、定年による退職及び

その他会社都合による退任・

退職の場合は、この限りでは

ない。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権の質入その他処分

及び相続は認めない。新株予

約権を譲渡するには、取締役

会の承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

― ―

(注) １．平成17年12月20日開催の取締役会の決議により、旧商法第221条第２項の規定に基づき、平成18年２月１日を

もって１単元の株式数を1,000株から100株に変更しております。

２．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込価額を調整し、調整の

結果生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。

　

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

　
また、新株予約権発行後、時価を下回る価額で新株の発行を行う場合は(新株予約権の行使によるものは除

く)、次の算式により払込価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。

　
　

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数
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会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成18年６月29日定時株主総会決議(平成18年12月13日取締役会決議)

　

　
事業年度末現在
(平成21年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成21年５月31日)

新株予約権の数(個) 1,960 1,960

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 196,000 196,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) 889同左

新株予約権の行使期間
自　平成21年12月13日
至　平成24年６月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　 1,270
資本組入額　　　 635

同左

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当を受けた者

は、新株予約権の行使時にお

いても当社及び当社子会社の

取締役、執行役員、常勤監査役

並びに契約専門家及びコンサ

ルタントの地位にあることを

要する。ただし、当社及び当社

子会社の取締役、執行役員、常

勤監査役を任期満了により退

任した場合、その他の正当な

事由があると取締役会が認め

た場合は、この限りではない。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権の質入その他処分

及び相続は認めない。新株予

約権を譲渡するには、取締役

会の承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

― ―
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平成19年６月28日定時株主総会決議(平成20年６月４日取締役会決議)

　
事業年度末現在
(平成21年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成21年５月31日)

新株予約権の数(個) 930 930

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 93,000 93,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) 850同左

新株予約権の行使期間
自　平成22年７月１日
至　平成25年６月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　 1,119
資本組入額　　　 560

同左

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当を受けた者

は、新株予約権の行使時にお

いても当社又は当社子会社の

取締役、執行役員、常勤監査

役、使用人並びに顧問又はコ

ンサルタントの地位にあるこ

とを要する。ただし、当社及び

当社子会社の取締役、執行役

員、常勤監査役を任期満了に

より退任した場合、その他の

正当な事由があると取締役会

が認めた場合は、この限りで

はない。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権の譲渡、質入れそ

の他の処分及び相続は認めな

い。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

― ―
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平成20年６月27日定時株主総会決議(平成21年２月18日取締役会決議)

　
事業年度末現在
(平成21年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成21年５月31日)

新株予約権の数(個) 62 ―

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 6,200 ―

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1 同左

新株予約権の行使期間
自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　   886
資本組入額　　　 443

同左

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当を受けた者

は、新株予約権の行使時にお

いても当社又は当社子会社の

使用人の地位にあることを要

する。ただし、正当な理由があ

る場合にはこの限りではな

い。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権の譲渡、質入れそ

の他の処分及び相続は認めな

い。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

― ―
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(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
　

(百万円)

資本金残高
　

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成17年１月28日
(注)１

― 20,025 △2,005 2,000 △1,173 500

平成17年４月１日
(注)２

2,000 22,025 ― 2,000 740 1,240

平成17年７月19日
(注)３

1,600 23,625 640 2,640 640 1,880

平成18年４月１日～
平成19年３月31日

(注)４
632 24,257 96 2,736 95 1,975

平成19年４月１日～
平成20年３月31日

(注)４
4 24,261 2 2,738 2 1,977

平成20年４月１日～
平成21年３月31日
(注)４

2 24,264 0 2,739 0 1,978

(注) １．平成17年１月28日開催の臨時株主総会決議に基づく欠損てん補による処理であります。

２．平成17年４月１日付、株式会社日本システムとの株式交換によるものであります。

３．第三者割当1,600千株　発行価格800円　資本組入額400円

　　割当先　㈱エス・ジー・コーポレーション、㈱Ｊ・Ｍ・Ｔ、㈱Ｗ＆Ｅ、㈱Ｈ・Ｓ・Ｍの４名

４．新株予約権の行使による増加であります。

　

(5) 【所有者別状況】

平成21年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 5 4 66 4 ― 549 628 ―

所有株式数
(単元)

― 1,696 345167,832 62 ― 72,704242,639 200

所有株式数
の割合(％)

― 0.69 0.14 69.18 0.03 ― 29.96 100 ―

(注) １．自己株式 2,367株は、「個人その他」に 23単元及び「単元未満株式の状況」に 67株を含めて記載しており

ます。

２．「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、25単元含まれております。

　

EDINET提出書類

株式会社ヴィア・ホールディングス(E00705)

有価証券報告書

 27/109



(6) 【大株主の状況】

平成21年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

横　川　紀　夫 東京都渋谷区 3,555 14.65

アサヒビール㈱ 東京都墨田区吾妻橋１―23―１ 3,192 13.16

㈱エス・エイチ・コーポレーション 東京都千代田区紀尾井町４―１―2718 2,394 9.87

㈱Ｊ・Ｍ・Ｔ 東京都港区東新橋１―10―１―4603 2,078 8.56

㈱きわむ元気塾 東京都中野区東中野３―４―８―106 1,879 7.75

㈱Ｗ＆Ｅ 東京都港区西麻布３―２―26―301 1,875 7.73

㈱エム・ティ・ケイ 東京都渋谷区代々木４―44―３ 1,520 6.26

大関㈱ 兵庫県西宮市今津出在家町４―９ 615 2.53

㈱大光 岐阜県大垣市浅草２―66 610 2.51

㈱イフ 東京都港区東麻布１―９―15 380 1.57

計 ― 18,099 74.59

(注) 当事業年度末において、アサヒビール株式会社が新たに主要株主となりました。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成21年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式　　  2,300

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 24,261,600 242,591 ―

単元未満株式 普通株式　 　　 200 ― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 24,264,100 ― ―

総株主の議決権 ― 242,591 ―

(注)　「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が 2,500株含まれております。なお、「議決

権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数 25個が含まれておりません。

　

② 【自己株式等】

平成21年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社ヴィア・ホール
ディングス

東京都文京区関口１丁目
43番５号

2,300 ― 2,300 0.0

計 ― 2,300 ― 2,300 0.0
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(8) 【ストックオプション制度の内容】

当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法及び会社法に基づき新株予

約権を発行する方法によるものであります。

当該制度の内容は、以下のとおりであります。

　

(平成17年６月29日定時株主総会決議)

旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、当社及び当社子会社の取締役、執行役員・常勤

監査役並びに契約専門家及びコンサルタントに対し付与することを、平成17年６月29日の定時株主総会

において決議されたものであります。

　

決議年月日 平成17年６月29日

付与対象者の区分及び人数(名)

当社取締役　　　 1名

当社監査役　　　 1名

当社執行役員　　 2名

子会社取締役　　11名

子会社監査役　　 1名

子会社執行役員　 2名

契約専門家　　　 1名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権の状況」に記載している。

株式の数(株) 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

　

決議年月日 平成17年６月29日

付与対象者の区分及び人数(名)
子会社取締役　　 2名
子会社執行役員　 4名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権の状況」に記載している。

株式の数(株) 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―
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(平成18年６月29日定時株主総会決議)

会社法第236条および第238条および第239条の規定に基づき、当社及び当社子会社の取締役・執行役員

・常勤監査役並びに顧問及びコンサルタントに対し付与することを、平成18年６月29日の定時株主総会

において決議されたものであります。

　

決議年月日 平成18年６月29日

付与対象者の区分及び人数(名)

当社執行役員　　 1名

子会社取締役　　12名

子会社執行役員　12名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権の状況」に記載している。

株式の数(株) 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

　

(平成18年６月29日定時株主総会決議)

会社法第236条及び第238条及び第239条の規定に基づき、当社及び当社子会社の使用人に対して、株式

報酬型ストックオプションとして付与することを、平成18年６月29日の定時株主総会において決議され

たものであります。

　

決議年月日 平成18年６月29日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社及び子会社使用人　50名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権の状況」に記載している。

株式の数(株) 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注)　当社が株式分割または株式併合を行なう場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的たる株式の数について行

われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てる。

　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が合併または会社分割を行なう場合等、株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、

合併または会社分割等の条件を勘案の上、合理的な範囲で株式数を調整する。
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(平成19年６月28日定時株主総会決議)

会社法第236条及び第238条及び第239条の規定に基づき、当社執行役員及び当社子会社の取締役、執行

役員、常勤監査役並びに当社及び当社子会社の顧問、コンサルタントに対して、ストックオプション(通常

型)として発行することを、平成19年６月28日の定時株主総会において決議されたものであります。

　

決議年月日 平成19年６月28日

付与対象者の区分

当社執行役員及び当社子会社の取締役、執行役員、常勤

監査役並びに当社及び当社子会社の顧問、コンサルタン

ト

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数(株) 100,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) (注)

新株予約権の行使期間 平成22年７月１日～平成25年６月30日

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当てを受けた者(以下、「新株予約権

者」という。)は、権利行使時において当社または当社

子会社の取締役、常勤監査役、執行役員、使用人、顧問

またはコンサルタントであることを必要とする。ただ

し、新株予約権者が当社及び当社子会社の取締役、執

行役員または常勤監査役を任期満了により退任した

場合、その他の正当な事由があると取締役会が認めた

場合はこの限りでない。

②その他の条件については、本総会決議及び今後の取締

役会決議に基づき当社と新株予約権者との間で締結

する新株予約権割当契約の定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡により取得するには、当社取締役会の

承認を必要とする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注)　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権の行使に際して払込みをすべき１株当たりの金

額(以下、「行使価額」という。)に対象株式数を乗じた金額とする。行使価額は、新株予約権を割り当てる日(以

下、「割当日」という。)の属する月の前月の各日(取引が成立しない日を除く)におけるジャスダック証券取引所

における当社普通株式の普通取引の終値の平均値、または割当日の終値(終値がない場合は、それに先立つ直近日

の終値とする)のいずれか高い額に1.00を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げる。なお、割当日後、当社が

株式の分割または株式の併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端

数は切り上げる。
　

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

　
また、割当日後に、当社が時価を下回る価額により株式の発行または自己株式の処分(会社法第194条の規定(単元

未満株主による単元未満株式売渡請求)に基づく自己株式の売渡し、当社の普通株式に転換される証券もしくは

転換できる証券、または当社の普通株式の交付を請求できる新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含

む)の転換または行使による場合を除く)を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１

円未満の端数は切り上げる。なお、次の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社の

保有する自己株式数を控除した数をいうものとし、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分

自己株式数」に読み替えるものとする。
　

　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当りの払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
新株式発行前の１株当り時価

既発行株式数＋新規発行株式数

　
また、割当日後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本金の額の減少を行う場合、その他これら

の場合に準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、必要かつ合理的な範囲で、行使価額は適切に調整されるも

のとする。
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(平成20年６月27日定時株主総会決議)

会社法第236条及び第238条及び第239条の規定に基づき、当社執行役員及び当社子会社の取締役、執行

役員、常勤監査役並びに当社及び当社子会社の顧問、コンサルタントに対して、ストックオプション(通常

型)として発行することを、平成20年６月27日の定時株主総会において決議されたものであります。

　

決議年月日 平成20年６月27日

付与対象者の区分

当社執行役員及び当社子会社の取締役、執行役員、常勤

監査役並びに当社及び当社子会社の顧問、コンサルタン

ト

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数(株) 150,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) (注)

新株予約権の行使期間 平成23年７月１日～平成26年６月30日

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当てを受けた者(以下、「新株予約権

者」という。)は、権利行使時において当社または当社

子会社の取締役、常勤監査役、執行役員、使用人、顧問

またはコンサルタントであることを必要とする。ただ

し、新株予約権者が当社及び当社子会社の取締役、執

行役員または常勤監査役を任期満了により退任した

場合、その他の正当な事由があると取締役会が認めた

場合はこの限りでない。

②その他の条件については、本総会決議及び今後の取締

役会決議に基づき当社と新株予約権者との間で締結

する新株予約権割当契約の定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡により取得するには、当社取締役会の

承認を必要とする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注)　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権の行使に際して払込みをすべき１株当たりの金

額(以下、「行使価額」という。)に対象株式数を乗じた金額とする。行使価額は、新株予約権を割り当てる日(以

下、「割当日」という。)の属する月の前月の各日(取引が成立しない日を除く)におけるジャスダック証券取引所

における当社普通株式の普通取引の終値の平均値、または割当日の終値(終値がない場合は、それに先立つ直近日

の終値とする)のいずれか高い額に1.00を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げる。なお、割当日後、当社が

株式の分割または株式の併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端

数は切り上げる。
　

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

　
また、割当日後に、当社が時価を下回る価額により株式の発行または自己株式の処分(会社法第194条の規定(単元

未満株主による単元未満株式売渡請求)に基づく自己株式の売渡し、当社の普通株式に転換される証券もしくは

転換できる証券、または当社の普通株式の交付を請求できる新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含

む)の転換または行使による場合を除く)を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１

円未満の端数は切り上げる。なお、次の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社の

保有する自己株式数を控除した数をいうものとし、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分

自己株式数」に読み替えるものとする。
　

　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当りの払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
新株式発行前の１株当り時価

既発行株式数＋新規発行株式数

　
また、割当日後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本金の額の減少を行う場合、その他これら

の場合に準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、必要かつ合理的な範囲で、行使価額は適切に調整されるも

のとする。
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(平成20年６月27日定時株主総会決議)

会社法第236条及び第238条及び第239条の規定に基づき、当社及び当社子会社の使用人に対して、ス

トックオプションとして発行することを、平成20年６月27日の定時株主総会において決議されたもので

あります。

　

決議年月日 平成20年６月27日

付与対象者の区分 当社及び当社子会社の使用人

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数(株) 10,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) (注)

新株予約権の行使期間 平成21年４月１日～平成22年３月31日

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当てを受けた者(以下、「新株予約権

者」という。)は、権利行使時において当社または当社

子会社の取締役、監査役、執行役員、使用人、顧問また

はコンサルタントであることを必要とする。ただし、

正当な事由があると取締役会が認めた場合はこの限

りでない。

②その他の条件については、本総会決議及び今後の取締

役会決議に基づき当社と新株予約権者との間で締結

する新株予約権割当契約の定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡により取得するには、当社取締役会の

承認を必要とする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注)　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権の行使に際して払込みをすべき１株当りの金銭

の額を１円とし、これに対象株式数を乗じた金額とする。
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(平成21年６月26日定時株主総会決議)

会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、当社執行役員並びに当社子会社の取締役及び執

行役員に対して、ストックオプション(通常型)として発行することを、平成21年６月26日の定時株主総会

において決議されたものであります。

決議年月日 平成21年６月26日

付与対象者の区分 当社執行役員並びに当社子会社の取締役及び執行役員

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数(株) 150,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) (注)

新株予約権の行使期間 平成24年７月１日～平成27年６月30日

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当てを受けた者(以下、「新株予約権

者」という。)は、権利行使時において当社または当社

子会社の取締役、常勤監査役、執行役員、使用人、顧問

またはコンサルタントであることを必要とする。ただ

し、新株予約権者が当社及び当社子会社の取締役、執

行役員または常勤監査役を任期満了により退任した

場合、その他の正当な事由があると取締役会が認めた

場合はこの限りでない。

②その他の条件については、本総会決議及び今後の取締

役会決議に基づき当社と新株予約権者との間で締結

する新株予約権割当契約の定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡により取得するには、当社取締役会の

承認を必要とする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注)　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権の行使に際して払込みをすべき１株当たりの金

額(以下、「行使価額」という。)に対象株式数を乗じた金額とする。行使価額は、新株予約権を割り当てる日(以

下、「割当日」という。)の属する月の前月の各日(取引が成立しない日を除く)におけるジャスダック証券取引所

における当社普通株式の普通取引の終値の平均値、または割当日の終値(終値がない場合は、それに先立つ直近日

の終値とする)のいずれか高い額に1.00を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げる。なお、割当日後、当社が

株式の分割または株式の併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端

数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

また、割当日後に、当社が時価を下回る価額により株式の発行または自己株式の処分(会社法第194条の規定(単元

未満株主による単元未満株式売渡請求)に基づく自己株式の売渡し、当社の普通株式に転換される証券もしくは

転換できる証券、または当社の普通株式の交付を請求できる新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含

む)の転換または行使による場合を除く)を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１

円未満の端数は切り上げる。なお、次の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社の

保有する自己株式数を控除した数をいうものとし、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分

自己株式数」に読み替えるものとする。

　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当りの払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
新株式発行前の１株当り時価

既発行株式数＋新規発行株式数

また、割当日後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本金の額の減少を行う場合、その他これら

の場合に準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、必要かつ合理的な範囲で、行使価額は適切に調整されるも

のとする。
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(平成21年６月26日定時株主総会決議)

会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、当社及び当社子会社の使用人に対して、ストック

オプションとして発行することを、平成21年６月26日の定時株主総会において決議されたものでありま

す。

決議年月日 平成21年６月26日

付与対象者の区分 当社及び当社子会社の使用人

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数(株) 10,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) (注)

新株予約権の行使期間 平成22年４月１日～平成23年３月31日

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当てを受けた者(以下、「新株予約権

者」という。)は、権利行使時において当社または当社

子会社の取締役、監査役、執行役員、使用人、顧問また

はコンサルタントであることを必要とする。ただし、

正当な事由があると取締役会が認めた場合はこの限

りでない。

②その他の条件については、本総会決議及び今後の取締

役会決議に基づき当社と新株予約権者との間で締結

する新株予約権割当契約の定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡により取得するには、当社取締役会の

承認を必要とする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注)　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権の行使に際して払込みをすべき１株当りの金銭

の額を１円とし、これに対象株式数を乗じた金額とする。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得
　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

区分 株式数(株) 価額の総額(百万円)

当事業年度における取得自己株式 99 0
　 　 　

当期間における取得自己株式 ─ ─

（注）当期間における取得自己株式には、平成21年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式数は含めておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(百万円)

株式数(株)
処分価額の総額
(百万円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

─ ─ ─ ─

消却の処分を行った取得自己株式 ─ ─ ─ ─

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

─ ─ ─ ─

その他(―) ─ ─ ─ ─
　 　 　 　 　

保有自己株式数 2,367 ─ 2,367 ─

（注）当期間における取得自己株式には、平成21年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社グループは、企業価値の最大化に向け、事業拡大のための成長投資に必要な内部留保の確保を基本的

な経営方針としております。一方で、株主の皆様への直接的利益還元として業績に連動した利益配当を重要

な経営課題の一つと位置づけております。

当社は、期末配当による年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。これらの剰余金の

配当の決定機関は、株主総会であります。

当事業年度につきましては、株主の皆様へ安定的、継続的な利益還元を行うという観点から、１株当たり

５円の配当を継続することを決定いたしました。

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

　

決議年月日
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

平成21年６月26日
定時株主総会決議

121 5

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第69期 第70期 第71期 第72期 第73期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

最高(円)
970
※420

1,340 1,200 1,030 970

最低(円)
355
※265

601 800 620 710

(注)　最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券業協

会発表の公表のものであります。なお、第69期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本證券業協会の公表の

ものであります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成20年10月 平成20年11月 平成20年12月 平成21年１月 平成21年２月 平成21年３月

最高(円) 920 840 965 961 920 960

最低(円) 810 750 805 870 880 870

(注)　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役
会長

― 横　川　紀　夫 昭和15年３月21日

昭和37年４月 ことぶき食品㈲設立取締役

(注)３ 3,555

昭和49年11月 ㈱すかいらーくに商号変更

常務取締役

平成７年３月 同社代表取締役副社長

平成13年３月 同社代表取締役会長

平成14年６月 当社取締役会長

平成15年３月 ㈱すかいらーく最高顧問

平成15年６月 当社代表取締役会長

平成17年４月 当社代表取締役会長兼社長

平成18年４月 当社代表取締役会長兼最高経営責

任者

平成19年４月 当社代表取締役会長兼社長

平成21年４月 当社代表取締役会長(現在)

取締役
副会長

― 三甲野　隆　優 昭和15年３月28日

昭和38年４月 佐世保重工業㈱入社

(注)３ 200

昭和59年６月 同社取締役勤労部長

平成元年６月 同社監査役

平成２年４月 ㈱藍屋(現㈱すかいらーく)入社

平成２年10月 同社人事部長

平成４年３月 同社取締役店舗運営本部長

平成７年10月 同社取締役管理本部長

平成13年２月 当社顧問

平成13年６月 当社代表取締役社長

平成17年４月 当社代表取締役副社長

平成18年４月 当社代表取締役社長兼最高執行責

任者

平成19年４月 当社代表取締役副会長

平成20年３月 ㈱ＮＢＫ代表取締役社長

平成20年４月 ㈱一源代表取締役会長

平成20年６月 当社取締役副会長(現在)

平成20年10月 ㈱暁印刷代表取締役社長(現在)

平成20年12月 ㈱ＮＢＫ代表取締役会長(現在)

代表取締役
社長

― 大　場　典　彦 昭和33年９月30日

昭和58年４月 ㈱すかいらーく入社

(注)３ 20

平成12年４月 同社執行役員人事教育担当マネ

ジャー

平成14年10月 当社入社㈱八紘(現㈱扇屋コーポ

レーション)に出向

平成15年５月 ㈱扇屋コーポレーション専務取締

役

平成16年６月 同社代表取締役社長(現在)

平成18年４月 ㈱一丁代表取締役社長

平成18年６月 当社取締役

平成19年４月 当社常務取締役

㈱フードリーム代表取締役社長

平成20年４月 ㈱ヴィア店舗開発取締役(現在)

平成20年６月 当社代表取締役専務

平成21年４月 当社代表取締役社長(現在)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

取締役
財務政策
担当

能　仁　一　朗 昭和27年３月18日

昭和52年４月 佐世保重工業㈱入社

(注)４ ―

平成９年５月 ㈱コナカ入社（経営企画室次長）

平成10年４月 同社財務本部財務部次長

平成11年２月 GEキャピタルコンシューマー・

ファイナンス㈱入社（ファイナン

ス部マネージャー）

平成18年７月 当社入社

平成18年11月 当社財務経理担当リーダー

平成20年４月 当社執行役員財務経理リーダー

平成21年４月 当社執行役員財務政策担当

兼マネジメントサービス室室長

平成21年６月 当社取締役財務政策担当

兼マネジメントサービス室室長

（現在）

取締役
総合政策
担当

今　井　将　和 昭和43年８月15日

平成３年４月 ㈱ジェック入社

(注)４ 0

平成４年２月 ㈱すかいらーく入社

平成15年12月　 同社関係会社管理担当リーダー

平成16年７月　 同社経営企画担当リーダー

平成17年４月　 ㈱扇屋コーポレーション入社

平成17年10月　 同社執行役員経営企画グループ統

括部長

平成18年４月 同社取締役経営管理グループ本部

長

平成19年１月　 当社入社執行役員総務人事リー

ダー

平成21年４月　 当社執行役員総合政策担当

平成21年６月　 当社取締役総合政策担当（現在）

取締役 ― 高　田　弘　明 昭和32年１月21日

昭和61年４月 最高裁判所司法研修所入所

(注)３ ―

昭和63年４月 弁護士登録(東京弁護士会)

平成３年２月 半蔵門総合法律会計事務所開設

平成６年８月 暁総合法律事務所に名称変更(現

在)

平成20年６月 当社取締役(現在)

　

EDINET提出書類

株式会社ヴィア・ホールディングス(E00705)

有価証券報告書

 40/109



　
役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(千株)

監査役 常勤 正　部　一　行 昭和16年５月３日

昭和36年４月 ㈱三愛入社

(注)５ 27

平成６年２月 ㈱三愛ヴィオレサービス代表取締

役社長

平成９年12月 ㈱エス・エイチ・コーポレーショ

ン取締役

平成12年６月 当社取締役総務部長

平成13年６月 当社取締役管理部長

平成16年６月 当社常務取締役

平成17年４月 当社取締役

平成18年６月 当社常務取締役

平成20年６月 当社常勤監査役(現在)

監査役 非常勤 河　村　博　旨 昭和14年４月１日

昭和39年４月 山一證券㈱入社

(注)５ ―

昭和42年４月 函館大学専任講師

昭和53年４月 函館大学教授

平成元年12月 函館大学学長

平成13年６月 当社非常勤監査役

平成17年４月 当社常勤監査役

平成20年６月 当社非常勤監査役(現在)

監査役 非常勤 岩　村　誠　之 昭和14年６月26日

昭和38年４月 出光興産㈱入社

(注)５ ―

昭和63年７月 同社仙台支店副支店長

平成４年７月 同社名古屋支店副支店長

平成６年７月 同社千葉支店支店長

平成９年７月 アポロサービス㈱監査役

平成13年６月 当社非常勤監査役(現在)

計 3,802

(注) １．取締役高田弘明は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２．監査役河村博旨及び岩村誠之は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３．平成20年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

４．平成21年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

５．平成20年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1)【コーポレート・ガバナンスの状況】

　① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、透明性の高い経営の実現と企業価値の向上を目指し、株主はもちろんのこと、従業員・顧

客・取引先等利害関係者の方々の利益を尊重した経営に徹すべく、迅速かつ的確な判断、意思決定を

行い、業務執行することを念頭に置いたコーポレート・ガバナンスの強化を経営上の重要課題の一

つとして位置付けています。

　

　② 会社の機関の内容、内部統制システムの整備の状況及びリスク管理体制の整備状況

イ　会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制

の状況

・当社及びグループ各社は取締役会を毎月の定時取締役会の開催に加え、経営判断にかかわる重要事

項が発生した場合には、随時取締役会を開催しております。

　また、業務執行においては、経営会議を毎週１回開催し、業務執行の進捗状況の検証、今後の営業活動

の確認等を実施しております。

・当企業グループ間に於ける経営判断に係わる重要事項の指示通達並びに情報の相互伝達の場と致し

ましては、グループ各社社長の出席によりグループ間の情報伝達及び情報共有を行うと同時に、各社

の月次業績の報告や今後の対策等を協議する「戦略会議」を、月２回開催しております。

・当社は監査役制度を採用しております。監査役は３名、うち社外監査役は２名となっており、客観的

な立場での監督機能と、取締役会の業務執行について、厳正な監視を行っております。監査役は取締

役会、経営会議、グループ各社との「戦略会議」に出席し、多角的な視点から取締役及びグループ各

社の業務執行を監視するとともに、法律・法令の遵守状況について厳格に監査しております。また、

会計監査人や内部監査室から適宜報告を受け、各監査役間で意見交換を行っております。

・内部監査室は、当社及びグループ各社の業務執行が適正かつ効率的に行われているかを監査し、必要

な助言・勧告を行うとともに、監査の結果について、定期的に取締役会及び監査役会に報告する体制

となっております。

・顧問弁護士には、法律上の判断を必要とする場合に、適時アドバイスを受けており、会計監査人には

会計監査を通じて、業務運営上の改善につながる指導を受けております。

・当社の会計監査業務を執行した公認会計士は佐藤昌俊氏及び戸奈常光氏であり、佐藤昌俊氏の継続

監査年数は14年であります。当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士４名、その他２名であ

ります。

ロ　社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概要

・当社の社外取締役である高田弘明氏は、当社の顧問弁護士事務所である暁総合法律事務所所長とし

て弁護士業務に携わっており、専門的見地から有益なアドバイスを受けております。

・社外監査役２名について、当社との利害関係はありません。
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ハ　リスク管理体制の整備状況

・当社グループは、グループ全体のリスク及び各社所管業務に付随するリスクの状況を監視すること

を目的として、グループ各社の代表者から成るコンプライアンス・リスク管理委員会を設置し、月１

回開催しております。

・財務リスクについては、経営管理組織において毎月計画と実績とをモニタリングすることにより、異

常が発生すれば取締役会を臨時に開催し対応することになっています。また、食品安全性について、

そのリスクが経営全体に大きな影響を与えないよう、食材仕入先を複数ルート開拓し、また、顧客に

対する周知を全店舗でスピーディに行うとともに、日々のクレーム報告は日々責任ある取締役がレ

ビューし、対応策を指示する体制を構築しています。

　

　　　　以上述べた事項を図によって示すと、以下のとおりとなります。
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　③ 役員報酬の内容

　取締役の年間報酬総額　　　 67百万円（うち社外取締役　2百万円）

　監査役の年間報酬総額　　　 19百万円（うち社外監査役　4百万円）

　

　④ 取締役の定数

　取締役の定数について、12名以内とする旨を定款で定めています。

　

　⑤ 責任限定契約の内容の概要

当社と会計監査人(佐藤昌俊氏、戸奈常光氏)は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423

条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限

度額は法令が定める額としております。なお、平成21年６月26日に新たに選任された会計監査人(十

川稔氏)についても、同様の契約を締結しております。

　

　⑥ 取締役の選任決議要件

会社法第341条に定める株主総会の取締役の選任決議については、議決権を行使することができる

株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に

定めております。また、取締役の選任決議は累積投票によらない旨も定款に定めております。

　

　⑦ 自己株式取得の決定機関

自己株式の取得について、機動的な資本政策を遂行することを可能とするため、会社法第165条第

２項に基づき、取締役会の決議によって市場取引等により自己株式を取得することができるものと

定款に定めております。

　

　⑧ 取締役及び監査役の責任免除

取締役及び監査役が積極的な意思決定と職責の遂行を可能にし、それぞれの期待される役割を十

分に発揮できるようにするため、取締役及び監査役の会社法第423条第１項の責任につき、善意でか

つ重大な過失がない場合は、取締役会の決議によって、法令の定める限度額の範囲内でその責任を免

除することができる旨を定款に定めております。

　

　⑨ 株主総会の特別決議要件

会社法第309条第２項に定める株主総会の決議については、定款に別段の定めがある場合を除き、

議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の

３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数

を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を目的とするものであります。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 36 ─ 46 ─

連結子会社 ─ ─ ─ ─

計 36 ─ 46 ─

（注）当社と会計監査人との監査契約において、提出会社と連結子会社の監査報酬の額を明確に区分しておらず、実

質的にも区分できませんので、提出会社の報酬の額には、これらの合計額を記載しております。

　

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定は、当社グループ全体の監査証明業務にかかる時

間数に報酬単価を乗じた金額を基礎として、監査役会の同意を得た上で行っております。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に

基づき、当連結会計年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、

当事業年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成

しております。

　

(3) 当社の連結財務諸表及び財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額は、従来、千円単位で記載して

おりましたが、当連結会計年度及び当事業年度より百万円単位で記載することに変更いたしました。

　なお、比較を容易にするため、前連結会計年度及び前事業年度についても百万円単位に組替え表示して

おります。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成19年４月１日から平

成20年３月31日まで）及び前事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の連結財務諸表及

び財務諸表については、誠光監査法人により監査を受け、当連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年

３月31日まで）及び当事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）の連結財務諸表及び財務

諸表については公認会計士佐藤昌俊氏および公認会計士戸奈常光氏により監査を受けております。

なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。

　　前連結会計年度及び前事業年度　誠光監査法人

　　当連結会計年度及び当事業年度　公認会計士　佐藤昌俊、公認会計士　戸奈常光

　

当該異動について臨時報告書を提出しております。臨時報告書に記載した事項は次のとおりです。

(1)異動に係る監査公認会計士等

公認会計士　佐藤　昌俊（御成門公認会計士共同事務所）

公認会計士　戸奈　常光（御成門公認会計士共同事務所）

(2)異動の年月日

平成20年６月27日
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,691 1,265

受取手形及び売掛金 2,438 2,117

有価証券 27 23

たな卸資産 577 －

商品及び製品 － 41

仕掛品 － 85

原材料及び貯蔵品 － 207

繰延税金資産 183 265

その他 959 848

貸倒引当金 △35 △199

流動資産合計 5,843 4,654

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 10,723

※1
 10,735

機械装置及び運搬具（純額） 598 657

工具、器具及び備品（純額） 1,313 1,105

リース資産（純額） － 277

土地 ※1
 2,419

※1
 2,569

建設仮勘定 95 51

有形固定資産合計 ※3
 15,150

※3
 15,396

無形固定資産

のれん 3,157 2,783

その他 823 777

無形固定資産合計 3,980 3,560

投資その他の資産

投資有価証券 262 495

長期貸付金 14 561

敷金及び保証金 4,952 4,817

繰延税金資産 1,116 1,169

その他 213 168

貸倒引当金 △45 △43

投資その他の資産合計 6,514 7,168

固定資産合計 25,646 26,126

繰延資産 5 2

資産合計 31,495 30,783
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,367 2,836

短期借入金 ※1
 7,079

※1
 7,225

未払金 1,313 690

未払費用 1,076 882

未払法人税等 105 205

賞与引当金 245 304

その他 482 875

流動負債合計 13,671 13,019

固定負債

社債 100 60

長期借入金 ※1
 10,299

※1
 8,512

その他 482 1,355

固定負債合計 10,881 9,927

負債合計 24,552 22,947

純資産の部

株主資本

資本金 2,738 2,739

資本剰余金 3,441 2,742

利益剰余金 △1,116 △48

自己株式 △1 △1

株主資本合計 5,061 5,430

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △60 △77

評価・換算差額等合計 △60 △77

新株予約権 41 83

少数株主持分 1,900 2,400

純資産合計 6,943 7,836

負債純資産合計 31,495 30,783
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②【連結損益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年4月1日
 至 平成20年3月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年4月1日
 至 平成21年3月31日)

売上高 35,606 44,346

売上原価 15,606 16,714

売上総利益 19,999 27,632

販売費及び一般管理費 ※1
 19,588

※1
 26,529

営業利益 411 1,102

営業外収益

受取利息及び配当金 11 21

協賛金収入 162 214

その他 63 144

営業外収益合計 237 380

営業外費用

支払利息 321 372

その他 57 32

営業外費用合計 378 404

経常利益 269 1,078

特別利益

固定資産売却益 ※2
 10

※2
 2

投資有価証券売却益 － 28

保険差益 － 142

その他 3 20

特別利益合計 14 194

特別損失

固定資産除却損 ※4
 451

※4
 60

減損損失 ※3
 940

※3
 171

店舗閉鎖損失 － 79

その他 294 219

特別損失合計 1,685 530

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

△1,401 741

法人税、住民税及び事業税 162 375

法人税等調整額 △98 △122

法人税等合計 63 253

当期純利益又は当期純損失（△） △1,465 488
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年4月1日
 至 平成20年3月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年4月1日
 至 平成21年3月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 2,736 2,738

当期変動額

新株の発行 2 0

当期変動額合計 2 0

当期末残高 2,738 2,739

資本剰余金

前期末残高 3,439 3,441

当期変動額

新株の発行 2 0

剰余金（その他資本剰余金）の配当 － △121

欠損填補 － △578

当期変動額合計 2 △699

当期末残高 3,441 2,742

利益剰余金

前期末残高 462 △1,116

当期変動額

剰余金の配当 △121 －

欠損填補 － 578

当期純利益又は当期純損失（△） △1,465 488

その他 8 －

当期変動額合計 △1,578 1,067

当期末残高 △1,116 △48

自己株式

前期末残高 △1 △1

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △1 △1

株主資本合計

前期末残高 6,635 5,061

当期変動額

新株の発行 4 1

剰余金の配当 △121 －

剰余金（その他資本剰余金）の配当 － △121

欠損填補 － －

当期純利益又は当期純損失（△） △1,465 488

その他 8 －

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △1,573 368

当期末残高 5,061 5,430
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年4月1日
 至 平成20年3月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年4月1日
 至 平成21年3月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 2 △60

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△63 △16

当期変動額合計 △63 △16

当期末残高 △60 △77

新株予約権

前期末残高 10 41

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 31 41

当期変動額合計 31 41

当期末残高 41 83

少数株主持分

前期末残高 8 1,900

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,891 500

当期変動額合計 1,891 500

当期末残高 1,900 2,400

純資産合計

前期末残高 6,657 6,943

当期変動額

新株の発行 4 1

剰余金の配当 △121 －

剰余金（その他資本剰余金）の配当 － △121

当期純利益又は当期純損失（△） △1,465 488

その他 8 －

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,859 524

当期変動額合計 285 893

当期末残高 6,943 7,836
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年4月1日
 至 平成20年3月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年4月1日
 至 平成21年3月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期
純損失（△）

△1,401 741

減価償却費 1,275 1,621

のれん償却額 378 448

減損損失 940 171

貸倒引当金の増減額（△は減少） 35 162

貸倒損失 33 －

賞与引当金の増減額（△は減少） △22 58

返品調整引当金の増減額（△は減少） △5 －

新株予約権発行に伴うみなし人件費 35 43

受取利息及び受取配当金 △11 △21

支払利息 321 372

為替差損益（△は益） 0 －

有価証券評価損益（△は益） 24 －

投資有価証券評価損益（△は益） 34 －

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） － △21

有形固定資産売却損益（△は益） △8 －

有形固定資産除却損 105 －

無形固定資産除却損 345 －

固定資産除売却損益（△は益） － 97

保険差益 － △142

売上債権の増減額（△は増加） 309 320

たな卸資産の増減額（△は増加） 155 243

その他の流動資産の増減額（△は増加） △61 259

仕入債務の増減額（△は減少） △500 △540

預り保証金の増減額（△は減少） △12 －

その他の流動負債の増減額（△は減少） △785 △58

その他 － 666

小計 1,186 4,421

利息及び配当金の受取額 11 21

利息の支払額 △317 △387

保険金の受取額 － 150

法人税等の支払額 △164 △315

営業活動によるキャッシュ・フロー 715 3,890
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年4月1日
 至 平成20年3月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年4月1日
 至 平成21年3月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △50 －

有形固定資産の取得による支出 △2,079 △1,496

有形固定資産の売却による収入 80 38

無形固定資産の取得による支出 △131 △189

投資有価証券の取得による支出 △126 △320

投資有価証券の売却による収入 － 80

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

133 －

営業譲受による支出 ※3
 △1,019 △617

短期貸付金の増減額（△は増加） 2 △81

長期貸付けによる支出 － △551

長期貸付金の回収による収入 4 4

長期未収入金の増減額（△は増加） △11 9

敷金及び保証金の差入による支出 △378 △244

敷金及び保証金の回収による収入 240 379

預り保証金の返還による支出 △13 △81

預り保証金の受入による収入 － 45

その他 35 △29

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,313 △3,055

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △482 △86

長期借入れによる収入 7,050 3,830

長期借入金の返済による支出 △5,072 △5,383

長期未払金の増加による収入 － 245

長期未払金の返済による支出 △246 △139

リース債務の返済による支出 － △86

社債の発行による収入 100 －

社債の償還による支出 － △20

株式の発行による収入 0 0

少数株主からの払込みによる収入 ※4
 1,900

※4
 500

株式の発行による支出 △6 －

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 ※4
 △120

※4
 △120

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,121 △1,261

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 522 △426

現金及び現金同等物の期首残高 1,169 1,691

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 1,691

※1
 1,265
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

　

項目
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１．連結の範囲に関する事項 (1) 子会社は全て連結しております。

連結子会社の数　12社

主要な連結子会社名は、「第１ 企

業の概況 ４ 関係会社の状況」に記

載しているため、省略しております。

このうち、㈱一源及び㈱いらかは

当連結会計年度において株式を取得

したことにより、それぞれ当連結会

計年度より連結子会社に含めており

ます。

(1) 子会社は全て連結しております。

連結子会社の数　９社

主要な連結子会社名は、「第１ 企

業の概況 ４ 関係会社の状況」に記

載しているため、省略しております。

なお、以下の完全子会社間の合併

により、連結子会社数が３社減少し

ております。

①㈱暁印刷を存続会社、㈱日本シス

テム、㈱ワールドプランニングを

消滅会社とした合併。

②㈱一源を存続会社、㈱いらかを消

滅会社とした合併。

　 (2) 主要な非連結子会社の名称等

非連結子会社はありません。

(2) 主要な非連結子会社の名称等

　同左

２．持分法の適用に関する事

項

該当事項はありません。 　同左

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

　すべての連結子会社の決算日は、連結

決算日と一致しております。

　同左

４．会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

①　有価証券

売買目的有価証券

時価法(売却原価は移動平均

法により算出しております。)

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

①　有価証券

売買目的有価証券

同左

　 その他の有価証券

時価のあるもの

時価法(評価差額は、全部純資

産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定

しております。)

その他の有価証券

時価のあるもの

同左

　 時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

　 デリバティブ

時価法

デリバティブ

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

　 ②　たな卸資産

 

材料

最終仕入原価法によっており

ます。

②　たな卸資産

　通常の販売目的で保有するたな卸
資産の評価基準は、原価法（収益性
の低下による簿価切下げの方法）に
よっております。

材料

同左

　 仕掛品

個別法による原価法によって

おります。

仕掛品

同左

　 商品(印刷流通事業用)

最終仕入原価法によっており

ます。

商品(印刷流通事業用)

同左

　 貯蔵品

最終仕入原価法によっており

ます。

貯蔵品

同左

　 　 （会計方針の変更）
　当連結会計年度より、「棚卸資産の評
価に関する会計基準」（企業会計基準
第９号　平成18年７月５日公表分）を
適用しております。
　これにより当期の損益に与える影響
は軽微であります。

　 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

①　有形固定資産

定額法を採用しております。

耐用年数及び残存価額について

は、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。

なお、建物については、平成10年

度の税制改正により耐用年数の短

縮が行われているが、改正前の耐

用年数を継続して適用しておりま

す。

主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物　　　　　　　　３～35年

機械装置　　　　　　９～10年

工具器具備品　　　　２～15年

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

①　有形固定資産（リース資産を除

く）

定額法を採用しております。

耐用年数及び残存価額について

は、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。

なお、建物については、平成10年

度の税制改正により耐用年数の短

縮が行われているが、改正前の耐

用年数を継続して適用しておりま

す。

主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物　　　　　　　　３～35年

機械装置　　　　　　８～10年

工具器具備品　　　　２～15年

　 ②　無形固定資産

定額法を採用しております。

耐用年数については、法人税法

に規定する方法と同一の基準に

よっております。

なお、ソフトウエア(自社利用)

については、社内における見込利

用期間(５年間)による定額法を採

用しております。

事業譲受によって発生する「の

れん」の償却年数は、５年間を採

用しております。

②　無形固定資産（リース資産を除

く）

定額法を採用しております。

耐用年数については、法人税法

に規定する方法と同一の基準に

よっております。

なお、ソフトウエア(自社利用)

については、社内における見込利

用期間(５年間)による定額法を採

用しております。

事業譲受によって発生する「の

れん」の償却年数は、５年間を採

用しております。
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項目
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

　 　 ③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・

リース取引に係るリース資産

は、リース期間を耐用年数とし、

残存価額をゼロとする定額法に

よっております。

　 (3) 重要な繰延資産の減価償却の方法(3) 重要な繰延資産の減価償却の方法

　 ①　創立費

５年間にわたり均等償却してお

ります。

①　創立費

同左

　 ②　株式交付費

３年間にわたり均等償却してお

ります。

②　株式交付費

同左

　 (4) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備え

るため、回収不能見込額を計上し

ております。

(4) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

同左

　 a.　一般債権

　貸倒実績率によっております。

　

　 b.　貸倒懸念債権及び破産更生債

権

　財務内容評価法によっており

ます。

　

　 ②　賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるた

め、当連結会計年度に負担すべき

支給見込額を計上しております。

②　賞与引当金

同左

　 ③　退職給付引当金

平成19年４月に退職一時金制度

から確定拠出年金制度に全面的に

移行し、「退職給付制度間の移行

等に関する会計処理」(企業会計

基準適用指針第１号)を適用して

おります。

なお、本移行に伴う影響額はあ

りません。

③　退職給付引当金

同左

 

　 (5) 重要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権・債務は連結決算

日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理して

おります。

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算基準

同左

　 (6) 重要なリース取引の処理方法

ファイナンス・リース取引につい

ては、すべてリース物件の所有権が

借手に移転すると認められるもの以

外の取引であり、通常の賃貸借取引

に準じた会計処理を採用しておりま

す。

(6) 重要なリース取引の処理方法

 

　　　　───
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項目

前連結会計年度

(自　平成19年４月１日

　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成20年４月１日

　至　平成21年３月31日)

　 (7) 重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、特例

処理の要件を満たしておりますの

で、特例処理を採用しております。

(7) 重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

同左

　 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

　金利スワップ

ヘッジ対象

　借入金の利息

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　 ③　ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを回避

する目的で利用しております。

ヘッジ対象の識別は個別契約毎に

行っております。

③　ヘッジ方針

同左

　 ④　ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップの特例処理の要件

を満たしているため、有効性の評

価を省略しております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

同左

　 (8) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

①　消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式

を採用しております。

(8) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

①　消費税等の会計処理

同左

　 ②　連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しておりま

すが、一部実質判定で100％子会社

となっている連結子会社について

は、連結納税制度適用の対象外と

なっております。

②　連結納税制度の適用

同左

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価に

ついては、全面時価評価法を採用して

おります。

　同左

６．のれんの償却に関する事

項

　投資と持分の消去仕訳によって発生

するのれんの償却については、効果の

発現する期間を合理的に見積り、均等

償却しております。なお、償却年数は10

年間であります。

　同左

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっております。

　同左
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

(会計方針の変更)

　法人税法の改正に伴い、当連結会計期間より、平成19年

４月１日以降に取得した有形固定資産について、改正後

の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しておりま

す。これによる損益に与える影響は軽微であります。

(会計方針の変更)

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっておりましたが、当連結会計年度より、「リース取引

に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６

月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日

改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日

（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月

30日改正））を適用し、通常の売買取引に係る会計処理

によっております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が平成20年３月31日以前のものについ

ては、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

　これによる損益に与える影響は軽微であります。
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【表示方法の変更】

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

(連結貸借対照表)

従来、区分掲記しておりました科目について、連結貸借

対照表の一覧性向上の観点から、当連結会計年度より、連

結財務諸表規則に基づき一部の科目について集約して表

示しております。なお、詳細は以下に記載しております。

前連結会計年度において「受取手形」、「売掛金」と

して区分掲記されていたものは、当連結会計年度におい

て「受取手形及び売掛金」と表示しております。

前連結会計年度において「商品」、「材料」、「仕掛

品」、「貯蔵品」、「商品ソフトウェア」として区分掲記

されていたものは、当連結会計年度において「たな卸資

産」と表示しております。

前連結会計年度において「前払費用」、「短期貸付

金」、「未収入金」、「立替金」、「未収消費税等」とし

て区分掲記されていたものは、当連結会計年度において

流動資産の「その他」に含めて表示しております。

前連結会計年度において「建物」、「構築物」として

区分掲記されていたものは、当連結会計年度において

「建物及び構築物」と表示しております。

前連結会計年度において「機械装置」、「車両及び運

搬具」として区分掲記されていたものは、当連結会計年

度において「機械装置及び運搬具」と表示しておりま

す。

前連結会計年度において「商標権」、「意匠権」、「電

話加入権」、「建物賃借権」、「ソフトウェア」として区

分掲記されていたものは、当連結会計年度において無形

固定資産の「その他」に含めて表示しております。

前連結会計年度において「出資金」、「長期未収入

金」、「長期前払費用」として区分掲記されていたもの

は、当連結会計年度において投資その他の資産の「その

他」に含めて表示しております。

前連結会計年度において「支払手形」、「買掛金」と

して区分掲記されていたものは、当連結会計年度におい

て「支払手形及び買掛金」と表示しております。

前連結会計年度において「一年以内返済予定の長期借

入金」として掲記されていたものは、当連結会計年度に

おいて「短期借入金」に含めて表示しております。

前連結会計年度において「一年以内返済予定の長期未

払金」として掲記されていたものは、当連結会計年度に

おいて「未払金」に含めて表示しております。

前連結会計年度において「前受金」、「未払消費税

等」として区分掲記されていたものは、当連結会計年度

において流動負債の「その他」に含めて表示しておりま

す。

　前連結会計年度において「長期未払金」、「預り保証

金」として区分掲記されていたものは、当連結会計年度

において固定負債の「その他」に含めて表示しておりま

す。

(連結貸借対照表)

　財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成20

年８月７日内閣府令第50号）が適用となることに伴い、

前連結会計年度において、「たな卸資産」として掲記さ

れたものは、当連結会計年度から「商品及び製品」「仕

掛品」「原材料及び貯蔵品」に区分掲記しております。

　なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる「商

品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」は、それ

ぞれ240百万円、95百万円、242百万円であります。
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　 前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

(連結損益計算書)

　前連結会計年度において区分掲記しておりました「閉

店損失」は、特別損失の総額100分の10以下となったた

め、当連結会計年度において特別損失の「その他」に含

めて表示しております。

(連結損益計算書)

　前連結会計年度において特別損失の「その他」に含め

て表示しておりました「店舗閉鎖損失」は、特別損失の

総額100分の10以上となったため、当連結会計年度におい

て独立掲記しております。

　

(連結キャッシュ・フロー計算書)

 
──────

(連結キャッシュ・フロー計算書)

　営業活動によるキャッシュ・フローの一部の科目につ

いて、金額の重要性がないため、当連結会計年度より集約

して表示しております。なお、詳細は以下に記載しており

ます。

　前連結会計年度において「投資有価証券評価損益」と

して掲記されていたものは、当連結会計年度において

「投資有価証券売却及び評価損益」に含めて表示してお

ります。

　前連結会計年度において「有形固定資産売却損益」、

「有形固定資産除却損」、「無形固定資産除却損」とし

て区分掲記されていたものは、当連結会計年度において

「固定資産除売却損益」と表示しております。

　前連結会計年度において「為替差損益」、「有価証券評

価損益」、「預り保証金の増減額」として区分掲記され

ていたものは、当連結会計年度において営業活動による

キャッシュ・フロー「その他」に含めて表示しておりま

す。

 

　

【注記事項】

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

※１．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

建物 964百万円

土地 2,125百万円

計 3,090百万円

※１．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

建物 920百万円

土地 2,125百万円

計 3,045百万円

担保付債務は次のとおりであります。

短期借入金 1,370百万円

長期借入金 4,280百万円

計 5,650百万円

担保付債務は次のとおりであります。

短期借入金 1,370百万円

長期借入金 2,910百万円

計 4,280百万円

　２．偶発債務

連結会社以外の会社の仕入債務に対し、100百万円

の債務保証を行っております。

　２．偶発債務

連結会社以外の会社の仕入債務に対し、100百万円

の債務保証を行っております。

※３．有形固定資産の減価償却累計額は、6,370百万円で

あります。

※３．有形固定資産の減価償却累計額は、6,586百万円で

あります。
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(連結損益計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

※１．販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金

額は次のとおりであります。

給与及び手当 8,040百万円

役員報酬 372百万円

広告宣伝費 220百万円

賃借料 3,407百万円

交通費 223百万円

消耗品費 501百万円

水道光熱費 1,336百万円

減価償却費 1,093百万円

のれん償却額 378百万円

※１．販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金

額は次のとおりであります。

給与及び手当 10,659百万円

役員報酬 383百万円

水道光熱費 1,919百万円

賃借料 5,451百万円

貸倒引当金繰入額 173百万円

賞与引当金繰入額 556百万円

減価償却費 1,510百万円

のれん償却額 448百万円

　 　

※２．固定資産売却益の内訳

建物及び構築物 1百万円

土地 0百万円

その他 8百万円

合計 10百万円

※２．固定資産売却益の内訳

機械装置及び運搬具 2百万円

工具器具備品 0百万円

合計 2百万円

※３．減損損失

当社は、当連結会計年度において、当社の完全子会

社である株式会社日本システムの現況及び今後の見

通し等を勘案した結果、短期的な純資産価値の回復

が困難であると判断し、のれん605百万円の減損損失

を計上しました。

加えて、資産を事業種類に応じて工場・店舗など

の事業所等の単位で減損の兆候を検証しました。

将来のキャッシュ・フローを基準に回収可能性を

測定した結果、以下の事業所等で将来キャッシュ・

フローによる回収が見込めないため、減損損失を計

上しました。

※３．減損損失

当連結会計年度において、資産を事業種類に応じ

て店舗など事業所等の単位で減損の兆候を検証しま

した。

将来のキャッシュ・フローを基準に回収可能性を

測定した結果、以下の事業所等で将来キャッシュ・

フローによる回収が見込めないため、減損損失を計

上しました。

 

 

 

　(1) 事業所等

株式会社扇屋コーポレーションの一部店舗

株式会社ぼちぼちの一部店舗

株式会社紅とんの一部店舗

株式会社ＮＢＫの一部店舗

株式会社一源の一部店舗

株式会社パチャコムジャパンのノウハウ権

　(1) 事業所等

　株式会社扇屋コーポレーションの一部店舗

　株式会社フードリームの一部店舗

　株式会社ＮＢＫの一部店舗

　株式会社一源の一部店舗

 

　(2) 減損損失の内訳

建物 195百万円

工具器具備品 21百万円

のれん 605百万円

ノウハウ権 92百万円

ソフトウェア 21百万円

その他 4百万円

計 940百万円

　(2) 減損損失の内訳

建物及び構築物 145百万円

機械装置及び運搬具 1百万円

工具、器具及び備品 21百万円

リース資産 2百万円

計 171百万円

 

※４．固定資産除却損

固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物 95百万円

ソフトウェア 345百万円

その他 9百万円

計 451百万円

※４．固定資産除却損

固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 49百万円

工具、器具及び備品 8百万円

その他 2百万円

計 60百万円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項
　

　
前連結会計年度末
株式数(千株)

当連結会計年度増加
株式数(千株)

当連結会計年度減少
株式数(千株)

当連結会計年度末
株式数(千株)

発行済株式 　 　 　 　

　普通株式(注)１ 24,257 4 ― 24,261

合計 24,257 4 ― 24,261

自己株式 　 　 　 　

　普通株式 2 0 ― 2

合計 2 0 ― 2

(注) １．普通株式の増加４千株は、ストック・オプションの行使による増加であります。

２．自己株式の増加０千株は、単元未満株式の買取による増加であります。

　
２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数(千株) 当連結会計
年度末残高
(百万円)

前連結会計
年度末

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社
(親会社)

ストック・オプション
としての新株予約権

― ― ― ― ― 41

合計 ― ― ― ― ― 41

　
３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額
　

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日
定時株主総会

普通株式 121 5 平成19年３月31日 平成19年６月29日

　
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 121資本剰余金 5 平成20年３月31日 平成20年６月30日

　

４．少数株主持分に関する事項

当連結会計年度における変動事由の内訳は、次のとおりであります。

連結子会社の株式を100％取得したことによる減少 △8百万円

連結子会社が「議決権のない優先株式」による増資をしたことによる増加 1,900百万円

連結会計年度中の変動額の合計 1,891百万円
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当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項
　

　
前連結会計年度末
株式数(千株)

当連結会計年度増加
株式数(千株)

当連結会計年度減少
株式数(千株)

当連結会計年度末
株式数(千株)

発行済株式 　 　 　 　

　普通株式(注)１ 24,261 2 ― 24,264

合計 24,261 2 ― 24,264

自己株式 　 　 　 　

　普通株式 2 0 ― 2

合計 2 0 ― 2

(注) １．普通株式の増加２千株は、ストック・オプションの行使による増加であります。

２．自己株式の増加０千株は、単元未満株式の買取による増加であります。

　
２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数(千株) 当連結会計
年度末残高
(百万円)

前連結会計
年度末

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社
(親会社)

ストック・オプション
としての新株予約権

― ― ― ― ― 83

合計 ― ― ― ― ― 83

　
３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額
　

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 121 5 平成20年３月31日 平成20年６月30日

　
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月26日
定時株主総会

普通株式 121利益剰余金 5 平成21年３月31日 平成21年６月29日

　

４．少数株主持分に関する事項

　当連結会計年度における変動は、連結子会社が「議決権のない優先株式」による増資をしたことに

よる増加500百万円であります。
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

(平成20年３月31日現在)

現金及び預金勘定 1,691百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

―百万円

現金及び現金同等物 1,691百万円

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

(平成21年３月31日現在)

現金及び預金勘定 1,265千円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

―千円

現金及び現金同等物 1,265千円

　２．株式の取得により連結子会社となった会社の資産

及び負債の主な内訳

(株式会社一源)

流動資産 155百万円

固定資産 2,378百万円

のれん 867百万円

流動負債 △2,078百万円

固定負債 △1,291百万円

㈱一源株式の取得価額 31百万円

㈱一源の現金及び預金 △72百万円

差引㈱一源の取得による収入 40百万円

　２．株式の取得により連結子会社となった会社の資産

及び負債の主な内訳

 
　　　　　　　　　　　───
 

(株式会社いらか)

流動資産 230百万円

固定資産 200百万円

のれん 175百万円

流動負債 △407百万円

㈱いらか株式の取得価額 200百万円

㈱いらかの現金及び預金 △292百万円

差引㈱いらかの取得による収入 92百万円

　

※３．事業の譲受けにより増加した資産及び負債の主な

内訳

(株式会社ＮＢＫ)

流動資産 287百万円

固定資産 3,058百万円

のれん 271百万円

流動負債 △1,744百万円

固定負債 △51百万円

事業譲受の取得価額 1,820百万円

未払金期末残高 △788百万円

事業譲受の現金及び預金 △12百万円

事業譲受のための支出 1,019百万円

　３．事業の譲受けにより増加した資産及び負債の主な

内訳

 
　　　　　　　　　　　───

※４．少数株主による増資払込

連結子会社㈱ＮＢＫは、「議決権のない優先株

式」による第三者割当増資を行い、19億円の資金を

調達しております。なお、少数株主への支払配当金は

発生しておりません。

※４．少数株主による増資払込

連結子会社㈱ＮＢＫは、「議決権のない優先株

式」による第三者割当増資を行い、５億円の資金を

調達しております。なお、少数株主への支払配当金は

発生しておりません。
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(リース取引関係)

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引(借主)

１．リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引(借主)

 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械装置 333 282 50

工具器具備品 1,179 689 489

車輌及び
運搬具

90 58 32

合計 1,604 1,031 572

　

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械装置 241 227 13

工具器具備品 1,018 755 263

車輌及び
運搬具

67 50 16

合計 1,327 1,033 293

　

　

(2) 未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 273百万円

１年超 317百万円

合計 591百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 156百万円

１年超 150百万円

合計 307百万円

　

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 238百万円

減価償却費相当額 223百万円

支払利息相当額 17百万円

減損損失 ―百万円

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 198百万円

減価償却費相当額 180百万円

支払利息相当額 8百万円

減損損失 ―百万円

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額零とする定

額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額零とする定

額法によっております。

(5) 利息相当額の算定方法

リース料相当額相当額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方

法については利息法によっております。

(5) 利息相当額の算定方法

リース料相当額相当額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方

法については利息法によっております。

２．オペレーティング・リース取引

　該当事項はありません。

 

２．オペレーティング・リース取引

　　該当事項はありません。

(減損損失について)

　リース資産に配分された減損損失はありません。

(減損損失について)

リース資産に配分された減損損失は、２百万円であ

ります。
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(有価証券関係)

１．売買目的有価証券

　

　 前連結会計年度(平成20年３月31日) 当連結会計年度(平成21年３月31日)

連結貸借対照表計上額(百万円) 27 23

連結会計年度の損益に含まれた
評価差額(百万円)

△24 △4

　

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの

該当事項はありません。

　

３．その他有価証券で時価のあるもの

　

　

前連結会計年度(平成20年３月31日) 当連結会計年度(平成21年３月31日)

取得原価
(百万円)

連結貸借対照
表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

取得原価
(百万円)

連結貸借対照
表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

　 　 　 　 　 　

　(1) 株式 5 10 5 7 9 2

　(2) その他 ― ― ― ― ― ―

小計 5 10 5 7 9 2

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

　 　 　 　 　 　

　(1) 株式 283 179 △104 327 194 △132

　(2) その他 30 27 △2 ― ― ―

小計 313 207 △106 327 194 △132

合計 318 217 △101 334 204 △130

　

４．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)
当連結会計年度

(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

― ― ― 80 28 2

　

５．時価評価されていない主な有価証券の内容

　

　

前連結会計年度(平成20年３月31日) 当連結会計年度(平成21年３月31日)

連結貸借対照表計上額(百万円) 連結貸借対照表計上額(百万円)

非上場株式 45 291
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(デリバティブ取引関係)

１．取引の状況に関する事項

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

(1) 取引の内容

当社の利用しているデリバティブ取引は、金利ス

ワップ取引であります。

(1) 取引の内容

同左

(2) 取引に関する取組方針

当社はデリバティブ取引の限度額を実需の範囲で行

うものとし、トレーディング・投機目的でのデリバ

ティブ取引は行わない方針であります。

(2) 取引に関する取組方針

同左

(3) 取引の利用目的

将来の金利上昇が支払利息に及ぼす影響を一定範囲

内に限定する目的で金利スワップ取引を利用しており

ます。

(3) 取引の利用目的

同左

(4) 取引に係るリスクの内容

当社が利用しているデリバティブ取引は、市場金利

変動のリスクを有しております。

なお、当社のデリバティブ取引の契約先は、信用度の

高い銀行であるため、相手先の契約不履行によるリス

クはほとんどないと認識しております。

(4) 取引に係るリスクの内容

同左

(5) 取引に係るリスク管理体制

デリバティブ取引の執行・管理については、資金担

当部門が決裁担当役員の承認を得て行っており、その

状況は適時取締役会に報告しております。

(5) 取引に係るリスク管理体制

同左

　

２．取引の時価に関する事項

　

前連結会計年度 当連結会計年度

　金利スワップ取引をおこなっておりますが、ヘッジ会計

を適用しておりますので注記の対象から除外しておりま

す。

　同左

　

(退職給付関係)

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　平成19年４月に退職一時金制度から確定拠出年金制度

に全面的に移行し、「退職給付制度間の移行等に関する

会計処理」(企業会計基準適用指針第１号)を適用してお

ります。なお、本移行に伴う影響額はありません。

　同左
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(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名

販売費及び一般管理費　35百万円

　

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

　

　
平成17年７月６日
ストック・オプション

平成18年２月13日
ストック・オプション

平成18年12月13日
ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数

当社取締役　　　1名
当社監査役　　　1名
当社執行役員　　2名
子会社取締役　 11名
子会社監査役　　1名
子会社執行役員　2名
契約専門家　　　1名

子会社取締役　　2名
子会社執行役員　4名

当社執行役員　　 1名
子会社取締役　　12名
子会社執行役員　12名

株式の種類別のストック・
オプションの数(注)

普通株式　321,000株 普通株式　140,000株 普通株式　246,000株

付与日 平成17年７月14日 平成18年２月13日 平成18年12月13日

権利確定条件

付与日(平成17年７月14
日)以降、権利確定日(平成
20年６月30日)まで継続し
て勤務していることまた
は、その地位にあること。

付与日(平成18年２月13
日)以降、権利確定日(平成
21年２月12日)まで継続し
て勤務していること。

付与日(平成18年12月13
日)以降、権利確定日(平成
21年12月12日)まで継続し
て勤務していること。

対象勤務期間
３年間

(自　平成17年７月14日
至　平成20年６月30日)

３年間
(自　平成18年２月13日
至　平成21年２月12日)

３年間
(自　平成18年12月13日
至　平成21年12月12日)

権利行使期間
自　平成20年７月１日
至　平成23年６月30日

自　平成21年２月13日
至　平成23年６月30日

自　平成21年12月13日
至　平成24年６月30日

　

　
平成19年３月30日
ストック・オプション

付与対象者の区分及び数
当社従業員　   1名
子会社従業員　49名

株式の種類別のストック・
オプションの数(注)

普通株式　5,000株

付与日 平成19年４月１日

権利確定条件
権利確定条件は付されて
おりません。

対象勤務期間
対象勤務期間の定めはあ
りません。

権利行使期間
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

(注)　株式数に換算して記載しております。
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(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数

については、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

　

　
平成17年７月６日
ストック・オプション

平成18年２月13日
ストック・オプション

平成18年12月13日
ストック・オプション

権利確定前(株) 　 　 　

前連結会計年度末 266,000 123,000 246,000

付与 ― ― ―

失効 25,000 40,000 50,000

権利確定 ― ― ―

未確定残 241,000 83,000 196,000

権利確定後(株) 　 　 　

前連結会計年度末 ― ― ―

権利確定 ― ― ―

権利行使 ― ― ―

失効 ― ― ―

未行使残 ― ― ―

　

　
平成19年３月30日
ストック・オプション

権利確定前(株) 　

前連結会計年度末 ―

付与 5,000

失効 ―

権利確定 5,000

未確定残 ―

権利確定後(株) 　

前連結会計年度末 ―

権利確定 5,000

権利行使 4,900

失効 100

未行使残 ―
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②　単価情報

　

　
平成17年７月６日
ストック・オプション

平成18年２月13日
ストック・オプション

平成18年12月13日
ストック・オプション

権利行使価格(円) 800 1,116 889

行使時平均株価(円) ― ― ―

公正な評価単価(付与日)(円) ― ― 381

　

　
平成19年３月30日
ストック・オプション

権利行使価格(円) 1

行使時平均株価(円) 875

公正な評価単価(付与日)(円) 933

　

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

当連結会計年度において付与された平成19年３月30日取締役会決議、平成19年４月１日付与のス

トック・オプションは、従業員に対する業績評価報酬であり、権利確定行使期間が平成19年４月１日か

ら平成20年３月31日と１年間に限定されており、さらに付与日に権利確定しているものであることか

ら、付与日の過去６ヶ月間の平均株価を算定して公正な評価単価の見積りを行っております。

　

EDINET提出書類

株式会社ヴィア・ホールディングス(E00705)

有価証券報告書

 70/109



当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

１．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名

販売費及び一般管理費　　　　43百万円

　

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

　

　
平成17年７月６日
ストック・オプション

平成18年２月13日
ストック・オプション

平成18年12月13日
ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数

当社取締役　　　1名
当社監査役　　　1名
当社執行役員　　2名
子会社取締役　 11名
子会社監査役　　1名
子会社執行役員　2名
契約専門家　　　1名

子会社取締役　　2名
子会社執行役員　4名

当社執行役員　　 1名
子会社取締役　　12名
子会社執行役員　12名

株式の種類別のストック・
オプションの数(注)

普通株式　321,000株 普通株式　140,000株 普通株式　246,000株

付与日 平成17年７月14日 平成18年２月13日 平成18年12月13日

権利確定条件

付与日(平成17年７月14
日)以降、権利確定日(平成
20年６月30日)まで継続し
て勤務していることまた
は、その地位にあること。

付与日(平成18年２月13
日)以降、権利確定日(平成
21年２月12日)まで継続し
て勤務していること。

付与日(平成18年12月13
日)以降、権利確定日(平成
21年12月12日)まで継続し
て勤務していること。

対象勤務期間
３年間

(自　平成17年７月14日
至　平成20年６月30日)

３年間
(自　平成18年２月13日
至　平成21年２月12日)

３年間
(自　平成18年12月13日
至　平成21年12月12日)

権利行使期間
自　平成20年７月１日
至　平成23年６月30日

自　平成21年２月13日
至　平成23年６月30日

自　平成21年12月13日
至　平成24年６月30日

　

　
平成20年３月31日
ストック・オプション

平成20年６月４日
ストック・オプション

付与対象者の区分及び数
当社従業員　   1名
子会社従業員　21名

当社取締役　   1名
当社監査役　　 1名
子会社取締役　 5名

株式の種類別のストック・
オプションの数(注)

普通株式　2,200株 普通株式　93,000株

付与日 平成20年４月１日 平成20年６月４日

権利確定条件
権利確定条件は付されて
おりません。

付与日(平成20年６月４
日)以降、権利確定日(平成
22年７月１日)まで継続し
て勤務していること。

対象勤務期間
対象勤務期間の定めはあ
りません。

２年間
(自　平成20年６月４日
至　平成22年６月30日)

権利行使期間
自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日

自　平成22年７月１日
至　平成25年６月30日

(注)　株式数に換算して記載しております。
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(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数

については、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

　

　
平成17年７月６日
ストック・オプション

平成18年２月13日
ストック・オプション

平成18年12月13日
ストック・オプション

権利確定前(株) 　 　 　

前連結会計年度末 241,000 83,000 196,000

付与 ─ ─ ─

失効 ─ ─ ─

権利確定 241,000 83,000 ─

未確定残 ─ ─ 196,000

権利確定後(株) 　 　 　

前連結会計年度末 ─ ─ ─

権利確定 241,000 83,000 ─

権利行使 ─ ─ ─

失効 ─ ─ ─

未行使残 241,000 83,000 ─

　

　
平成20年３月31日
ストック・オプション

平成20年６月４日
ストック・オプション

権利確定前(株) 　 　

前連結会計年度末 ─ ─

付与 2,200 93,000

失効 ─ ─

権利確定 2,200 ─

未確定残 ─ 93,000

権利確定後(株) 　 　

前連結会計年度末 ─ ─

権利確定 2,200 ─

権利行使 2,200 ─

失効 ─ ─

未行使残 ─ ─
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②　単価情報

　

　
平成17年７月６日
ストック・オプション

平成18年２月13日
ストック・オプション

平成18年12月13日
ストック・オプション

権利行使価格(円) 800 1,116 889

行使時平均株価(円) ─ ─ ─

公正な評価単価(付与日)(円) ─ ─ 381

　

　
平成20年３月31日
ストック・オプション

平成20年６月４日
ストック・オプション

権利行使価格(円) 1 850

行使時平均株価(円) 838 ─

公正な評価単価(付与日)(円) 835 269

　

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

(1)当連結会計年度において付与された平成20年３月31日取締役会決議、平成20年４月１日付与のス

トック・オプションは、従業員に対する業績評価報酬であり、権利確定行使期間が平成20年４月１日

から平成21年３月31日と１年間に限定されており、さらに付与日に権利確定しているものであるこ

とから、付与日の過去６ヶ月間の平均株価を算定して公正な評価単価の見積りを行っております。

(2)当連結会計年度において付与された平成20年６月４日取締役会決議、平成20年６月４日付与のス

トック・オプションについての公正な評価単価の見積方法は以下のとおりであります。

①使用した評価技法　　ブラック・ショールズ式

②主な基礎数値及び見積方法

　
平成20年６月４日
ストック・オプション

株価の変動性（注1） 42.30％

予想残存期間（注2） 3.58年

予想配当利回り（注3） 0.58％

無リスク利子率（注4） 1.53％

付与日の株価 850円

（注）１．平成16年10月から平成20年５月までの3.58年間の株価実績に基づき算定しております。

２．十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積りが困難であるため、権利行使期間の中間点において行使

されるものと推定して見積っております。

３．過去の実績に基づき、予想配当額を１株当たり５円としております。

４．算定時点からオプションの満期日までの期間に対応する５年利付国債の利回りであります。
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(税効果会計関係)

　
前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

連結納税対象会社 　

繰越欠損金 563百万円

確定拠出年金未払拠出金 56百万円

投資の評価に関する損失 426百万円

賞与引当金 74百万円

未払事業税 8百万円

減損損失 399百万円

貸倒損失自己否認額 469百万円

その他有価証券差額金 40百万円

その他 0百万円

繰延税金資産　小計 2,038百万円

評価性引当額 △812百万円

繰延税金資産　合計 1,226百万円

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

連結納税対象会社 　

繰越欠損金 118百万円

確定拠出年金未払拠出金 31百万円

投資の評価に関する損失 643百万円

賞与引当金 105百万円

未払事業税 29百万円

減損損失 358百万円

貸倒損失自己否認額 527百万円

その他有価証券差額金 52百万円

その他 12百万円

繰延税金資産　小計 1,880百万円

評価性引当額 △489百万円

繰延税金資産　合計 1,390百万円

　 　

連結納税対象外会社 　

繰越欠損金 447百万円

賞与引当金 32百万円

減損損失 146百万円

貸倒損失自己否認額 7百万円

その他有価証券差額金 0百万円

その他 26百万円

繰延税金資産　小計 659百万円

評価性引当額 △585百万円

繰延税金資産　合計 73百万円

　  

繰延税金資産総合計 1,300百万円

　 　

流動資産　―　繰延税金資産 183百万円

固定資産　―　繰延税金資産 1,116百万円
　

連結納税対象外会社 　

繰越欠損金 415百万円

賞与引当金 25百万円

未払事業税 11百万円

減損損失 93百万円

その他有価証券差額金 0百万円

その他 8百万円

繰延税金資産　小計 554百万円

評価性引当額 △509百万円

繰延税金資産　合計 44百万円

　  

繰延税金資産総合計 1,435百万円

　 　

流動資産　―　繰延税金資産 265百万円

固定資産　―　繰延税金資産 1,169百万円
　

　 　

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の内訳

税金等調整前当期純損失を計上しているため、法定

実効税率と法人税等の負担率との間の差異の記載を省

略しております。

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の内訳

　法定実効税率 40.7％

（調整） 　

交際費等永久に損金に算入されない項
目

1.3％

受取配当金等永久に益金に算入されな
い項目

△0.2％

評価性引当金の減少 △18.9％

住民税均等割 11.0％

その他 0.2％

税効果適用後の法人税等の負担率 34.1％
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(企業結合等関係)

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

(パーチェス法の適用)

当社の連結子会社である㈱ＮＢＫは、平成20年２月15

日付けでセラヴィリゾート株式会社から居酒屋事業を譲

受けいたしました。

（パーチェス法の適用）

 

　　　　　　　　　─────

(1) 企業結合の概要

①　事業を取得した相手企業の名称

　セラヴィリゾート株式会社

　

②　取得した事業の内容

　居酒屋の経営

　

③　企業結合を行った理由

　店舗資産の活用によるシナジー効果が見込まれる

ため

　

④　企業結合日

　平成20年２月15日

　

⑤　企業結合の法的形式

　事業資産・負債の譲受

　

⑥　結合後企業の名称

　株式会社ＮＢＫ

　

(2) 連結財務諸表に含まれる被取得事業の業績の期間

平成20年２月15日から平成20年３月31日まで

　

(3) 取得した事業の取得原価及びその内訳

取得の対価 1,587百万円

付随費用 232百万円

取得原価 1,820百万円

　

(4) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却

期間

①　のれんの金額　271百万円

　

②　のれんの発生原因

　グループシナジー効果により期待される将来収益

力に対する戦略的投資として発生いたしました。

　

③　償却方法及び償却期間

　５年間で均等償却しております。

　

(5) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の

額並びにその主な内容

流動資産 287百万円

固定資産 3,058百万円

資産合計 3,345百万円

流動負債 1,744百万円

固定負債 51百万円

負債合計 1,796百万円

　

(6) 企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと

仮定したときの当期の連結損益計算書への影響の概

算額

売上高 9,826百万円

営業利益 621百万円

　

(概算額の算定方法及び重要な前提条件)

　上記は、事業の譲受日が平成20年２月15日であること

から、平成20年２月15日から平成20年３月31日までの

期間を結合後の初動期間とし、その間における売上高

並びに営業損益の額を平均した額によっております。

　なお、当該注記は監査証明を受けておりません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

　
外食サービス
事業(百万円)

印刷流通事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　

　　売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

28,635 6,970 35,606 ― 35,606

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

0 169 169 △169 ―

計 28,636 7,140 35,776 △169 35,606

　　営業費用 27,439 7,288 34,728 467 35,195

　　営業利益 1,196 △147 1,048 △637 411

Ⅱ　資産、減価償却費、
　　減損損失及び資本的支出

　 　 　 　 　

　　資産 20,947 3,205 24,152 7,342 31,495

　　減価償却費 935 182 1,117 148 1,265

　　減損損失 299 35 334 605 940

　　資本的支出 4,255 30 4,285 212 4,498

(注) １．事業区分の方法

製品の種類・性質及び販売市場の類似性などを考慮し、印刷流通事業、外食サービス事業の２事業に区分して

おります。

２．各事業区分の主な事業内容

　a.　外食サービス事業：焼き鳥居酒屋「備長扇屋」、刺身居酒屋「うおや一丁」、大阪風お好み焼き「ぼちぼ

ち」、その他飲食店経営

　b.　印刷流通事業　　：書籍・雑誌印刷受注製造を中心に、物販事業会社向けの消耗備品・商業印刷物卸販売並び

に遊戯機器の販売等

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費の金額は当連結会計年度788百万円であり、そ

の主なものは親会社本社の管理部門等に係る費用であります。
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当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　

　
外食サービス
事業(百万円)

印刷流通事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　

　　売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

39,200 5,145 44,346 － 44,346

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

91 166 257 △257 －

計 39,291 5,311 44,603 △257 44,346

　　営業費用 37,337 5,531 42,869 375 43,244

　　営業利益 1,954 △219 1,734 △632 1,102

Ⅱ　資産、減価償却費、
　　減損損失及び資本的支出

　 　 　 　 　

　　資産 20,789 2,403 23,192 7,591 30,783

　　減価償却費 1,381 119 1,500 181 1,682

　　減損損失 171 － 171 － 171

　　資本的支出 1,836 148 1,984 153 2,137

(注) １．事業区分の方法

製品の種類・性質及び販売市場の類似性などを考慮し、外食サービス事業、印刷流通事業の２事業に区分して

おります。

２．各事業区分の主な事業内容

a.　外食サービス事業：焼き鳥居酒屋「備長扇屋」、南欧風レストラン「オーブン亭」、中華料理店「双?亭」、

イタリアンレストラン「ベッラベ～ラ」、大阪風お好み焼き「ぼちぼち」、刺身居酒屋

「うおや一丁」、焼きとん居酒屋「日本橋 紅とん」、総合型居酒屋「食彩屋 一源」、

和食居酒屋「北の家族」「甍の波」、エンターテイメントレストラン「ザ・ロック

アップ」「アラビアンロック」、その他飲食店経営

b.　印刷流通事業　　：書籍・雑誌及び商業印刷物の印刷、物販流通資材販売、デジタル技術によるオーサリング

・携帯端末への配信事業

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費の金額は当連結会計年度845百万円であり、そ

の主なものは親会社本社の管理部門等に係る費用であります。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

本邦以外の国又は地域への海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略

しております。

　

当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

本邦以外の国又は地域への海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略

しております。

　

【関連当事者情報】

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 286円20銭
　

１株当たり純資産額 322円99銭
　

１株当たり当期純損失金額 60円41銭
　

１株当たり当期純利益金額 20円13銭
　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 ―
　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 20円11銭
　

(注)　１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎

は、以下のとおりであります。なお、前連結会計年度における潜在株式調整後１株当たり当期純利益については１

株当たり当期純損失のため記載しておりません。

　

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１株当たり当期純利益又は当期純損失 　 　

当期純利益又は当期純損失(△)(百万円) △1,465 488

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(百万円) △1,465 488

期中平均株式数(千株) 24,256 24,261

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 　 　

当期純利益調整額(百万円) ― ―

普通株式増加数(千株) 38 26

(うち新株予約権) (38) (26)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益の算定に含めなかった
潜在株式の概要

新株予約権１種類
(新株予約権の数830個)

新株予約権２種類
(新株予約権の数2,790個)
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(重要な後発事象)

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１．当社の連結子会社である株式会社暁印刷は、平成20

年３月27日開催の臨時株主総会の決議に基づき平成20

年５月１日を合併期日として、当社連結子会社である

株式会社日本システム及び株式会社ワールドプランニ

ングを吸収合併いたしました。

　　当社の連結子会社である株式会社フードリームは、平

成21年２月24日開催の臨時株主総会の決議に基づき平

成21年４月１日を合併期日として、当社連結子会社で

ある株式会社ぼちぼちを吸収合併いたしました。

(1) 合併の目的

将来の一層の発展に向け、三社の機能を統合する

ことで経営資源、情報・技術の共有化、効率化を進

め、当社グループの事業基盤拡大につなげていくこ

とを目的としたものであります。

(1) 合併の目的

　両社の保有業態が類似していることから、合併により

経営資源の共有化、効率化を進め、事業の収益率を高め

ることを目的としております。

(2) 合併の方法

株式会社暁印刷を存続会社とする吸収合併方式で

株式会社日本システム及び株式会社ワールドプラン

ニングは解散いたします。

(2) 合併の方法

　株式会社フードリームを存続会社とする吸収合併方

式で株式会社ぼちぼちは解散いたします。

(3) 合併比率

株式会社暁印刷と株式会社日本システム、株式会

社ワールドプランニングは、いずれも当社の100％子

会社であることから、対等合併であります。

(3) 合併比率

　株式会社フードリームと株式会社ぼちぼちは、いずれ

も当社の100％子会社であることから、対等合併であり

ます。

(4) 業績に与える影響

本件合併は、100％子会社間の合併であるため、業

績に与える影響はありません。

(4) 業績に与える影響

　本件合併は、100％子会社間の合併であるため、業績に

与える影響はありません。

２．当社の連結子会社である㈱ＮＢＫは、平成20年５月

29日に議決権のない優先株式による第三者割当増資を

行い、５億円の資金調達を行った。

　

(1) 発行した優先株式数　500株

(2) 発行価格　１株につき1,000,000円

(3) 発行価格の総額　500百万円

(4) 割当先　Integrity TAaBO Fund1

投資事業有限責任組合

(5) 資金の使途　北の家族等事業の譲受資金

(6) 増資後の当社持株比率　100％

上記持株比率は、議決権のある株式数を基に算出

したものです。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

　

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

㈱扇屋コーポ
レーション

第１回無担保社債
(注)１．２

平成年月日
20.３.28

100
80

(　　20)
1.1 なし

平成年月日
25.３.28

合計 ― ― 100
80

(　　20)
― ― ―

(注) １．(　)内書は、１年以内の償還予定額であります。

２．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。

　
１年以内
(百万円)

１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

20 20 20 20 ─

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 2,693 2,208 1.87 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 5,309 5,764 2.30 ―

１年以内に返済予定のリース債務 ― 94 ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

17,022 15,336 2.30平成22年～平成26年

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く)

― 210 ― 平成22年～平成26年

その他有利子負債 ― ― ― ―

小計 25,025 23,613 ― ―

内部取引の消去 △7,646 △7,570 ― ―

合計 17,378 16,042 ― ―

(注) １．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金(１年以内返済予定のものを除く)及びリース資産（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決

算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであります。

　
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 4,366 2,606 1,319 219

リース債務 92 59 51 6

　

３．リース債務については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を連結貸借対

照表に計上しているため、平均利率の記載を行っておりません。
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(2) 【その他】

当連結会計年度における各四半期連結会計期間に係る売上高等

　

　 　 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

　 　 (自　平成20年４月１日 （自　平成20年７月１日 （自　平成20年10月１日 （自　平成21年１月１日

　 　  至　平成20年６月30日）  至　平成20年９月30日）  至　平成20年12月31日）  至　平成21年３月31日）

売上高 （百万円） 11,164 11,713 11,280 10,188

税金等調整前
四半期純利益金額
（△純損失金額）

（百万円） 187 374 326 △146

四半期純利益金額
（△純損失金額）

（百万円） 62 244 197 △15

１株当たり
四半期純利益金額
（△純損失金額）

（円） 2.57 10.07 8.14 △0.65
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年3月31日)

当事業年度
(平成21年3月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 311 464

売掛金 ※2
 50

※2
 78

有価証券 27 23

前払費用 8 12

未収入金 ※2
 245

※2
 491

立替金 ※2
 20

※2
 35

繰延税金資産 31 31

その他 5 40

流動資産合計 701 1,177

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※1
 879

※1
 837

構築物（純額） 12 11

工具、器具及び備品（純額） 16 14

土地 ※1
 1,448

※1
 1,448

建設仮勘定 5 12

有形固定資産合計 ※4
 2,362

※4
 2,324

無形固定資産

のれん 32 34

商標権 45 137

電話加入権 2 2

ソフトウエア 390 305

無形固定資産合計 469 479

投資その他の資産

投資有価証券 217 458

関係会社株式 3,979 3,833

出資金 12 12

敷金及び保証金 95 95

長期貸付金 0 －

関係会社長期貸付金 ※2
 7,346

※2
 7,570

長期前払費用 90 58

繰延税金資産 843 991

その他 8 6

貸倒引当金 △26 △26

投資その他の資産合計 12,568 13,001

固定資産合計 15,401 15,806

繰延資産 － －

資産合計 16,102 16,983
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年3月31日)

当事業年度
(平成21年3月31日)

負債の部

流動負債

短期借入金 ※2
 1,800

※1
 1,753

1年内返済予定の長期借入金 ※1
 2,224

※1
 2,981

未払金 ※2
 138

※2
 160

未払費用 ※2
 95 51

未払法人税等 10 6

賞与引当金 2 5

預り金 7 4

その他 2 122

流動負債合計 4,280 5,086

固定負債

長期借入金 ※1
 6,190

※1
 5,813

その他 33 410

固定負債合計 6,223 6,223

負債合計 10,503 11,309

純資産の部

株主資本

資本金 2,738 2,739

資本剰余金

資本準備金 1,977 1,978

その他資本剰余金 1,463 763

資本剰余金合計 3,441 2,742

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △578 163

利益剰余金合計 △578 163

自己株式 △1 △1

株主資本合計 5,599 5,643

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △42 △52

評価・換算差額等合計 △42 △52

新株予約権 41 83

純資産合計 5,598 5,673

負債純資産合計 16,102 16,983
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成19年4月1日
 至 平成20年3月31日)

当事業年度
(自 平成20年4月1日
 至 平成21年3月31日)

売上高 ※1
 887

※1
 1,139

売上原価 － －

売上総利益 887 1,139

販売費及び一般管理費 ※2, ※4
 788

※2, ※4
 845

営業利益 98 293

営業外収益

受取利息 5 0

受取配当金 0 10

協賛金収入 162 214

その他 11 16

営業外収益合計 179 241

営業外費用

支払利息 141 224

有価証券評価損 24 4

その他 3 0

営業外費用合計 169 229

経常利益 108 305

特別利益

有形固定資産売却益 ※3
 2 －

投資有価証券売却益 － 28

特別利益合計 2 28

特別損失

関係会社株式評価損 1,009 538

その他 64 9

特別損失合計 1,074 548

税引前当期純損失（△） △962 △213

法人税、住民税及び事業税 △59 △236

法人税等調整額 102 △141

法人税等合計 42 △377

当期純利益又は当期純損失（△） △1,005 163
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成19年4月1日
 至 平成20年3月31日)

当事業年度
(自 平成20年4月1日
 至 平成21年3月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 2,736 2,738

当期変動額

新株の発行 2 0

当期変動額合計 2 0

当期末残高 2,738 2,739

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 1,975 1,977

当期変動額

新株の発行 2 0

当期変動額合計 2 0

当期末残高 1,977 1,978

その他資本剰余金

前期末残高 1,463 1,463

当期変動額

剰余金（その他資本剰余金）の配当 － △121

欠損填補 － △578

当期変動額合計 － △700

当期末残高 1,463 763

資本剰余金合計

前期末残高 3,439 3,441

当期変動額

新株の発行 2 0

剰余金（その他資本剰余金）の配当 － △121

欠損填補 － △578

当期変動額合計 2 △699

当期末残高 3,441 2,742

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 547 △578

当期変動額

剰余金の配当 △121 －

欠損填補 － 578

当期純利益又は当期純損失（△） △1,005 163

当期変動額合計 △1,126 742

当期末残高 △578 163
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成19年4月1日
 至 平成20年3月31日)

当事業年度
(自 平成20年4月1日
 至 平成21年3月31日)

利益剰余金合計

前期末残高 547 △578

当期変動額

剰余金の配当 △121 －

欠損填補 － 578

当期純利益又は当期純損失（△） △1,005 163

当期変動額合計 △1,126 742

当期末残高 △578 163

自己株式

前期末残高 △1 △1

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △1 △1

株主資本合計

前期末残高 6,721 5,599

当期変動額

新株の発行 4 1

剰余金の配当 △121 －

剰余金（その他資本剰余金）の配当 － △121

欠損填補 － －

当期純利益又は当期純損失（△） △1,005 163

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △1,122 44

当期末残高 5,599 5,643

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 5 △42

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△48 △10

当期変動額合計 △48 △10

当期末残高 △42 △52

評価・換算差額等合計

前期末残高 5 △42

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△48 △10

当期変動額合計 △48 △10

当期末残高 △42 △52
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成19年4月1日
 至 平成20年3月31日)

当事業年度
(自 平成20年4月1日
 至 平成21年3月31日)

新株予約権

前期末残高 10 41

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 31 41

当期変動額合計 31 41

当期末残高 41 83

純資産合計

前期末残高 6,737 5,598

当期変動額

新株の発行 4 1

剰余金の配当 △121 －

剰余金（その他資本剰余金）の配当 － △121

当期純利益又は当期純損失（△） △1,005 163

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △16 30

当期変動額合計 △1,138 75

当期末残高 5,598 5,673
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【重要な会計方針】

　

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 有価証券

売買目的有価証券

時価法(売却原価は移動平均法

により算出しております。)

(1) 有価証券

売買目的有価証券

同左

　 関係会社株式

移動平均法による原価法

関係会社株式

同左

　 その他の有価証券

時価のあるもの

　時価法(評価差額は、全部純資産

直入法により処理)

その他の有価証券

時価のあるもの

　同左

　 時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

デリバティブ

時価法

デリバティブ

同左

３．固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下の通り

であります。

建物　　　　　　　　　３～35年

工具器具備品　　　　　６～８年

(1) 有形固定資産

同左

 

　 (2) 無形固定資産

定額法を採用しております。

耐用年数については、法人税法に

規定する方法と同一の基準によって

います。

なお、ソフトウェア(自社利用)に

ついては、社内における見込利用可

能期間(５年間)による定額法を採用

しております。

(2) 無形固定資産

同左

４．繰延資産の処理方法 (1) 新株発行費

３年間にわたり均等償却しており

ます。

(1) 新株発行費

　　　　───

５．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物

等為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。

　同左

６．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、回収不能見込額を計上してお

ります。

(1) 貸倒引当金

同左

　 a.　一般債権

　貸倒実績率によっております。

　

　 b.　貸倒懸念債権及び破産更生債

権

　財務内容評価法によっており

ます。
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項目
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　 (2) 賞与引当金

従業員の賞与の支払に充てるた

め、当期に負担すべき支給見込額を

計上しております。

(2) 賞与引当金

同左

　 (3) 退職給付引当金

平成19年４月に退職一時金制度か

ら確定拠出年金制度に全面的に移行

し、「退職給付制度間の移行等に関

する会計処理」(企業会計基準適用

指針第１号)を適用しております。

なお、本移行に伴う影響額はあり

ません。

(3) 退職給付引当金

同左

 

７．リース取引の処理方法 　ファイナンス・リース取引について

は、すべてリース物件の所有権が借手

に移転すると認められるもの以外の取

引であり、通常の賃貸借取引に準じた

会計処理を採用しております。

 

　　　　　　───

 

８．ヘッジ会計の方法 ①　ヘッジ会計の方法

―

①　ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、特例処

理の要件を満たしておりますので、

特例処理を採用しております。

　 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象

―

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

　　金利スワップ

ヘッジ対象

　　借入金の利息

　 ③　ヘッジ方針

―

③　ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを回避す

る目的で利用しております。ヘッジ

対象の識別は個別契約毎に行ってお

ります。

　 ④　ヘッジ有効性評価の方法

―

④　ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップの特例処理の要件を

満たしているため、有効性の評価を

省略しております。

９．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税抜方式を採

用しております。

消費税等の会計処理

　同左
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【会計処理方法の変更】

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

(会計方針の変更)

　法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成19年４月

１日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法

人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。こ

れによる損益に与える影響は軽微であります。

(会計方針の変更)

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっておりましたが、当事業年度より、「リース取引に関

する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17

日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日

本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日

改正））を適用し、通常の売買取引に係る会計処理に

よっております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が平成20年３月31日以前のものについ

ては、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

　この変更による損益に与える影響はありません。

    

   

  

 

 

　

【注記事項】

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成20年３月31日)
当事業年度

(平成21年３月31日)

※１．次の資産を、１年以内返済予定の長期借入金800百

万円を含む長期借入金2,800百万円の担保に供して

おります。

建物 844百万円

土地 1,448百万円

※１．次の資産を、短期借入金700百万円と、１年以内返

済予定の長期借入金742百万円を含む長期借入金

2,291百万円の担保に供しております。

建物 802百万円

土地 1,448百万円

※２．関係会社(子会社)に対する資産及び負債にはつぎ

のものがあります。

売掛金 50百万円

未収入金 197百万円

立替金 14百万円

長期貸付金 7,346百万円

未払費用 5百万円

短期借入金 300百万円

未払金 137百万円

※２．関係会社(子会社)に対する資産及び負債にはつぎ

のものがあります。

売掛金 78百万円

未収入金 491百万円

立替金 35百万円

長期貸付金 7,570百万円

未払金 117百万円

　 　

　 　

　３．債務保証

㈱扇屋コーポレーションの銀行借入金5,678百万

円、㈱一丁の銀行借入金923百万円及びその他の仕入

債務100百万円に対し債務保証をしております。

　３．債務保証

㈱扇屋コーポレーションの銀行借入金3,829百万

円、㈱一丁の銀行借入金973百万円及びその他の仕入

債務100百万円に対し債務保証をしております。

※４．有形固定資産の減価償却累計額は、254百万円であ

ります。

※４．有形固定資産の減価償却累計額は、305百万円であ

ります。
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(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

関係会社への売上高 642百万円

関係会社よりの受取配当金 236百万円

※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

関係会社への売上高 770百万円

関係会社よりの受取配当金 357百万円

※２．すべて一般管理費の属する費用であります。主要

な費目及び金額は次のとおりである。

給与及び手当 122百万円

役員報酬 100百万円

株式報酬費用 35百万円

賃借料 65百万円

業務委託費 77百万円

租税公課 38百万円

減価償却費 148百万円

※２．すべて一般管理費の属する費用であります。主要

な費目及び金額は次のとおりである。

給与及び手当 135百万円

役員報酬 75百万円

株式報酬費用 43百万円

賃借料 68百万円

業務委託費 97百万円

租税公課 26百万円

減価償却費 181百万円

※３．有形固定資産売却益は、土地2百万円であります。 　３．　───

※４．減価償却実施額

有形固定資産 50百万円

無形固定資産 97百万円

※４．減価償却実施額

有形固定資産 51百万円

無形固定資産 130百万円

　

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末株式数

(千株)
当事業年度増加株式数

(千株)
当事業年度減少株式数

(千株)
当事業年度末株式数

(千株)

普通株式(注) 2 0 ― 2

合計 2 0 ― 2

(注)　普通株式の自己株式の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

　

当事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末株式数

(千株)
当事業年度増加株式数

(千株)
当事業年度減少株式数

(千株)
当事業年度末株式数

(千株)

普通株式(注) 2 0 ― 2

合計 2 0 ― 2

(注)　普通株式の自己株式の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
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(リース取引関係)

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引(借主)

１．リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引(借主)

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

工具器具備品 19 10 8

合計 19 10 8

　

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

工具器具備品 19 14 4

合計 19 14 4

　

(2) 未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 3百万円

１年超 4百万円

合計 8百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当額等

    未経過リース料期末残高相当額

１年内 3百万円

１年超 1百万円

合計 4百万円

　

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 4百万円

減価償却費相当額 3百万円

支払利息相当額 0百万円

減損損失 ―百万円

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 4百万円

減価償却費相当額 3百万円

支払利息相当額 0百万円

減損損失 ―百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

(5) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。

(5) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。

２．オペレーティング・リース取引

　該当事項はありません。

２．オペレーティング・リース取引

　　該当事項はありません。
 

(減損損失について)

リース資産に配分された減損損失はありません。

(減損損失について)

リース資産に配分された減損損失はありません。

　

(有価証券関係)

前事業年度(平成20年３月31日)及び当事業年度(平成21年３月31日)における関係会社株式で時価のあ

るものはありません。
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(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成20年３月31日)
当事業年度

(平成21年３月31日)

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰越欠損金 525百万円

未払事業税 3百万円

確定拠出年金未払拠出金 0百万円

投資の評価に関する損失 426百万円

賞与引当金 1百万円

減損損失 233百万円

貸倒損失自己否認額 461百万円

その他有価証券差額金 28百万円

繰延税金資産小計 1,681百万円

評価性引当額 △807百万円

繰延税金資産　合計 874百万円

　 　

流動資産―繰延税金資産 31百万円

固定資産―繰延税金資産 843百万円

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰越欠損金 102百万円

未払事業税 2百万円

確定拠出年金未払拠出金 0百万円

投資の評価に関する損失 643百万円

賞与引当金 2百万円

減損損失 213百万円

貸倒損失自己否認額 453百万円

その他有価証券差額金 36百万円

繰延税金資産小計 1,454百万円

評価性引当額 △431百万円

繰延税金資産　合計 1,023百万円

　 　

流動資産―繰延税金資産 31百万円

固定資産―繰延税金資産 991百万円

　 　

(2) 法定実効税率との差異の内訳

税引前当期純損失を計上しているため、法定実効税

率と法人税等の負担率との間の差異の記載を省略して

おります。

(2) 法定実効税率との差異の内訳

税引前当期純損失を計上しているため、法定実効税

率と法人税等の負担率との間の差異の記載を省略して

おります。
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(１株当たり情報)

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 230円78銭
　

１株当たり純資産額 233円86銭
　

１株当たり当期純損失 41円44銭
　

１株当たり当期純利益 6円75銭
　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 ─
　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 6円75銭
　

(注)　１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は

以下のとおりであります。なお、前事業年度における潜在株式調整後１株当たり当期純利益については１株当た

り当期純損失のため記載しておりません。

　

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１株当たり当期純利益又は当期純損失 　 　

当期純利益又は当期純損失(△)(百万円) △1,005 163

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失
(△)(百万円)

△1,005 163

期中平均株式数(千株） 24,256 24,261

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 　 　

当期純利益調整額(百万円） ― ―

普通株式増加数(千株） 38 26

(うち新株予約権） (38) (26)

希薄効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜
在株式数の概要

新株予約権１種類
(新株予約権の数830個)

新株予約権２種類
(新株予約権の数2,790個)

　

(重要な後発事象)

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　該当事項はありません。

 

 

　同左
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円)

有価証券 売買目的有価証券

船井電機㈱ 8,000 23

小計 8,000 23

投資有価証券 その他有価証券

大関㈱ 250,000 250

ヤマトインターナショナル㈱ 250,000 88

㈱角川グループホールディングス 30,000 62

㈱Ｒ＆Ｃ 400 20

そしあす証券㈱ 10,000 11

㈱りそなホールディングス 6,000 7

㈱日本文芸社 5,000 7

㈱ニイタカ 9,000 6

丸善㈱ 25,298 1

㈱山海堂 30,000 1

その他（４銘柄） 1,558 1

小計 617,256 458

計 625,256 481
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(百万
円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高(百万
円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 1,123 4 － 1,127 290 46 837

　構築物 17 － － 17 6 1 11

　工具器具備品 22 1 － 23 9 3 14

　土地 1,448 － － 1,448 － － 1,448

　建設仮勘定 5 40 32 12 － － 12

有形固定資産計 2,617 45 32 2,630 305 51 2,324

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　のれん 39 11 － 50 16 9 34

　商標権 76 107 0 183 46 14 137

　電話加入権 2 － － 2 － － 2

　ソフトウエア 530 21 － 551 246 105 305

無形固定資産計 649 139 0 788 309 130 479

長期前払費用 90 17 48 58 － － 58

(注) １．長期前払費用の主なものはシンジケートローンに係る手数料等であります。

　

　

【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

賞与引当金 2 14 11 － 5
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

イ．現金及び預金

　

区分 金額(百万円)

現金 0

預金 　

　当座預金 34

　普通預金 29

　通知預金 400

　別段預金 0

　外貨預金 0

小計 464

合計 464

　

ロ．売掛金

(イ)相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

㈱フードリーム 19

㈱扇屋コーポレーション 14

㈱暁印刷 14

㈱ＮＢＫ 9

㈱一源 9

その他 10

合計 78

　

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

　

前期繰越高
(百万円)

(Ａ)

当期発生高
(百万円)

(Ｂ)

当期回収高
(百万円)

(Ｃ)

次期繰越高
(百万円)

(Ｄ)

回収率(％)
 

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

50 915 887 78 91.9 26

(注)　当期発生高は、消費税込金額であります。
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②　固定資産

イ．関係会社株式

　

品目 金額(百万円)

㈱扇屋コーポレーション 1,400

㈱紅とん 502

㈱フードリーム　 482

㈱ＮＢＫ 430

㈱一丁 375

その他 644

合計 3,833

　

ロ．関係会社長期貸付金

　

相手先 金額(百万円)

㈱一源 3,101

㈱フードリーム 1,442

㈱暁印刷 1,381

㈱ぼちぼち 715

㈱扇屋コーポレーション 609

その他 321

合計 7,570

　

ハ．繰延税金資産

繰延税金資産(固定資産)は、991百万円であり、その内容については「２　財務諸表等　(1) 財務諸

表　注記事項(税効果会計関係)」に記載しております。
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③　流動負債

イ．短期借入金

　

相手先 金額(百万円)

㈱りそな銀行 1,442

住友信託銀行㈱ 726

㈱横浜銀行 517

㈱みずほ銀行 487

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 466

その他 1,095

合計 4,734

(注)　１年以内に返済予定の長期借入金(2,981百万円)を含んでおります。

　

④　固定負債

イ．長期借入金

　

相手先 金額(百万円)

㈱りそな銀行 2,291( 　　 742)

㈱横浜銀行 1,376( 　　 377)

㈱みずほ銀行 1,228( 　　 487)

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 852( 　　 276)

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 725( 　　 252)

その他 2,321( 　　 846)

合計 8,794( 　 2,981)

(注)　括弧内金額は内書であり、貸借対照表日の翌日から起算して１年以内に返済されるもので、貸借対照表において流

動負債に計上しております。
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(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り 　

　　取扱場所
（特別口座）

東京都中央区八重洲２―３―１　住友信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
（特別口座）

同上　　　　　　　　　　　　　住友信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　買取手数料
別途定めによる１単元株式数あたりの売買委託手数料及びこれに係る消費税を買取株
式数で按分した額

公告掲載方法

電子公告による。ただし、やむを得ない事由により、電子公告によることができない場
合には東京都において発行する日本経済新聞に掲載する方法により行う。
公告掲載URL
http://www.via-hd.co.jp/

株主に対する特典
３月31日現在の500株以上の株式を有する株主に対して、グループ会社が展開する店舗
で利用できる食事券(10,000円相当)を進呈する。
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は、親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度(第72期)(自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日)平成20年６月27日関東財務局長に提出。

　

(2) 四半期報告書、四半期報告書の確認書

第73期第１四半期(自 平成20年４月１日　至 平成20年６月30日)平成20年８月14日関東財務局長に提出。

第73期第２四半期(自 平成20年７月１日　至 平成20年９月30日)平成20年11月14日関東財務局長に提出。

第73期第３四半期(自 平成20年10月１日　至 平成20年12月31日)平成21年２月13日関東財務局長に提出。

　

(3) 四半期報告書の訂正報告書、四半期報告書の訂正報告書の確認書

第73期第１四半期(自 平成20年４月１日　至 平成20年６月30日)平成20年12月１日関東財務局長に提出。

第73期第２四半期(自 平成20年７月１日　至 平成20年９月30日)平成20年12月１日関東財務局長に提出。

　

(4) 臨時報告書

平成20年６月４日関東財務局長に提出。

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(監査公認会

計士等の異動)に基づく臨時報告書であります。

　

平成20年６月10日関東財務局長に提出。

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号(特定子会社の異

動)に基づく臨時報告書であります。

　

平成20年６月27日関東財務局長に提出。

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号(代表取締役の異

動)に基づく臨時報告書であります。

　

平成21年３月５日関東財務局長に提出。

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号(主要株主の異動)

に基づく臨時報告書であります。

　

平成21年６月３日関東財務局長に提出。

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(監査公認会

計士等の異動)に基づく臨時報告書であります。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成20年６月10日

株式会社ヴィア・ホールディングス

取締役会　御中

　

誠光監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　佐　　藤　　昌　　俊　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　戸　　奈　　常　　光　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ヴィア・ホールディングスの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会

計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッ

シュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行わ

れた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査

の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社ヴィア・ホールディングス及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

　

追記情報

１．重要な後発事象に関する注記１.に記載されているとおり、会社は平成20年５月１日を合併期日として、

連結子会社である株式会社暁印刷を存続会社とし、連結子会社である株式会社日本システムと株式会社

ワールドプランニングを吸収合併した。

２．重要な後発事象に関する注記２.に記載されているとおり、連結子会社である株式会社ＮＢＫは、平成20

年５月29日に第三者割当増資を行っている。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上
　
 
(注) １．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付

する形で別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　

平成21年６月26日

株式会社ヴィア・ホールディングス

取締役会　御中

　

御成門公認会計士共同事務所
　

公認会計士 　 　佐　　藤　　昌　　俊　　㊞

　

御成門公認会計士共同事務所
　

公認会計士 　 　戸　　奈　　常　　光　　㊞

　

＜財務諸表監査＞

私たちは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている株式会社ヴィア・ホールディングスの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年

度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ

・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私

たちの責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、私たちに連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査

は試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。私たちは、監査の結果とし

て意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

私たちは、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社ヴィア・ホールディングス及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

　

追記情報

重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は平成21年４月１日を合併期日として、連結子会

社である株式会社フードリームを存続会社とし、連結子会社である株式会社ぼちぼちを吸収合併した。
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＜内部統制監査＞

私たちは、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ヴィア・ホー

ルディングスの平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を

整備及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、私たちの責任は、独立の立場から内部

統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載

を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して

内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、私たちに内部統制報告書に重要な虚偽の表

示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務

報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての

内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。私たちは、内部統制監査の結果として意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。

私たちは、株式会社ヴィア・ホールディングスが平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効

であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内

部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

　

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　
 
(注) １．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付

する形で別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成20年６月10日

株式会社ヴィア・ホールディングス

取締役会　御中

　

誠光監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　佐　　藤　　昌　　俊　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　戸　　奈　　常　　光　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ヴィア・ホールディングスの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第72期

事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査

を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意

見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社ヴィア・ホールディングスの平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業

年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成21年６月26日

株式会社ヴィア・ホールディングス

取締役会　御中

　

御成門公認会計士共同事務所
　

公認会計士 　 　佐　　藤　　昌　　俊　　㊞

　

御成門公認会計士共同事務所
　

公認会計士 　 　戸　　奈　　常　　光　　㊞

　

私たちは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている株式会社ヴィア・ホールディングスの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第73期事業

年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を

行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表

明することにある。

私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、私たちに財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り

の評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。私たちは、監査の結果として意見表

明のための合理的な基礎を得たと判断している。

私たちは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社ヴィア・ホールディングスの平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の

経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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